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Ⅰ．事業概要

Ⅲ．調査結果詳細

雇用仲介に関わる事業者の概況
アンケート調査の単純集計結果をもとに、調査対象の事業内容や事業規模等を整理した。

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況
アンケート調査の単純集計結果をもとに、業界全体のテクノロジー活用に関する取り組みの状況・傾向を整理した。

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い
アンケート調査のクロス集計結果をもとに、一部ヒアリング調査結果も参考にしながら、
テクノロジー活用の進展度に応じた取り組み内容の違いを整理した。

1

2

3

先進的な企業のテクノロジー活用事例
先進的な事業者へのヒアリング調査結果をもとに、テクノロジー活用/リスク対応方法のモデルケースを整理した。4
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本事業の背景・目的および調査実施内容を整理した。なお、本調査は職業紹介事業者/募集情報等提供事業者/求人者への
アンケート/ヒアリング調査を通じて、雇用仲介におけるテクノロジー活用の実態を明らかにすることを目的としている。

Ⅱ．調査結果サマリ

「Ⅲ．調査結果詳細」を取りまとめる形で、アンケート/ヒアリング両調査から明らかになった雇用仲介におけるテクノロジー活用の実態を整理した。

業界に対する各社の課題認識・今後への期待
先進的な事業者へのヒアリング調査結果をもとに、各社が感じている業界課題・今後への期待を整理した。5
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Ⅰ.事業概要
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雇用仲介におけるテクノロジー活用の実態を明らかにすることを目的に、アンケート/ヒアリング調査を実施し、
その結果を調査報告書として取りまとめた。

事業目的・全体像

事業の背景と目的 実施内容

＞

背景

目的

＞

雇用仲介では、職業紹介のみではなく募集情報等提供等の様々な形態
によりサービスが提供されているが、近年、以下のような環境変化を受け
てサービス内容の変革・多様化が急速に進んでいる。

1.雇用形態や人々の職業キャリアに対する意識の多様化
2.IT技術やグローバル化等の急速な進展による経済活動や事業環
境の変化の加速
3.利活用できるデータ量の増加、データ分析技術の高度化
4.利用者がスマートフォン等のデバイスを簡易に取得し、利用するこ
とができるという変化

これまで厚生労働省が実施した研究会*1においても従来想定してきたモ
デルでは捉えきれない雇用仲介サービスが登場してきていることが確認
され、令和４年職業安定法の改正では新たな募集情報等提供事業者の
存在も加味したルールが整備された。

さらには、サービスの変革・多様化と合わせて求人情報/求職者情報等の
活用方法等も高度化・複雑化していることが想定されるが、現状その実態
を詳細に把握できているとは言い難い。

本事業では、職業紹介事業者/募集情報等提供事業者/求人者における
雇用仲介/採用選考でのテクノロジー活用状況*2の調査・分析および、先
進的な取り組みを行う事業者の具体的方策の整理を通じてテクノロジー
活用の実態を把握し、その結果を雇用仲介サービスのより良い在り方の
検討に活用することを目的とする。

調査報告書
作成

検討委員会
◼ 5名の委員の方にご参画いただき、本事業の目的や方向性、アンケー
トおよびヒアリング調査の設計、報告書の内容・取りまとめ方等につい
てご意見をいただいた

◼ アンケート/ヒアリング調査の集計・分析結果および検討委員会での議
論内容をもとに、以下内容を調査結果として取りまとめた
1. 雇用仲介に関わる事業者の概況
2. 雇用仲介におけるテクノロジー活用状況
3. テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い
4. 先進的な企業のテクノロジー活用事例
5. 業界に対する各社の課題認識・今後への期待

調査

アンケート
調査

ヒアリング
調査

◼ 合計2,815法人に調査票を送付し、計350法人を対象に分析を実施した
a. 職業紹介事業者 ：1.000法人 （うち有効回答151法人）
b. 募集情報等提供事業者等 ：815法人 （うち有効回答61法人）
c. 求人者 ：1,000法人 （うち有効回答138法人）

◼ アンケート調査ではテクノロジー活用方法や組織体制、得られている
効果や課題等について広く伺った

◼ テクノロジー活用が進んでいる事業者を規模/取り組み内容等の観点
で選定し、計38法人への調査を実施した
a. 職業紹介事業者 ：11法人
b. 募集情報等提供事業者 ：13法人
c. 求人者 ：14法人

◼ ヒアリング調査では、アンケート調査よりも具体的なテクノロジー活用
方法や問題への対応策、業界全体への課題認識等を伺った

1

2

3

4

Ⅰ.事業概要｜1.事業目的・全体像

*1 厚生労働省「労働市場における雇用仲介の在り方に関する研究会報告書」（2021）等。
*2 データの取得・管理・連携等の業務効率化や、求人内容等の自動検証、マッチング・レコメンド・選考の等の質の向上等を広く含む。
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5名の委員の方に参画いただき、本事業の目的や方向性、アンケートおよびヒアリング調査の設計、報告書の内容・取り
まとめ方等についてご意見をいただいた。

❶検討委員会

検討委員

氏名 所属・役職

今野 浩一郎
＜座長＞

猪尾康成

井上允之

佐野嘉秀

日暮拓人

学習院大学 経済学部
名誉教授

公益社団法人 全国求人情報協会
事務局長

ソフトバンク株式会社 コーポレート統括人事本部
グループ人事統括部統括部長

法政大学 経営学部
教授

一般社団法人 日本人材紹介事業協会
事務局長

検討委員にご協力いただいた内容

第1回
2022/08

第2回
2022/09

第3回
2022/12

第4回
2023/02

• 事業の進め方やアンケート/ヒアリング調査の企画設計
– アンケート/ヒアリング調査の目的と設計方針の確認
– アンケート/ヒアリング調査対象の検討
– アンケート調査項目の検討

• アンケート/ヒアリング調査の項目・実施方法の検討
– アンケート調査票/実施方法の検討
– ヒアリング調査対象/項目の検討

• アンケート/ヒアリング調査結果の確認
• アンケート/ヒアリング調査結果に関する追加対応事項の
確認

• アンケート調査結果の追加分析実施内容の確認
• 調査報告書ドラフトの確認

検討委員会での議論内容 協力内容

• アンケート
調査票の
レビュー

• 調査報告書の
レビュー

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

• 調査結果の
レビュー

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容



❷アンケート調査｜実施内容・回収結果
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アンケート対象として、a.職業紹介事業者/c.求人者は事業規模の大きな法人を選定し、法人数が少ないb.募集情報等
提供事業者は可能な限り該当する全法人を調査対象とし、有効回答の350法人を対象に集計・分析を実施した。

*1 送付した調査依頼の封書が未着で、電話連絡や問い合わせ窓口経由でのアンケート回答依頼もできなかった法人を含む。
*2 回答があった法人のうち、本調査で対象とする事業を実施していない法人を除外した数。
*3 12/1時点までの回答結果を反映。「選定・送付法人数」には含まれないが、ヒアリング調査と合わせてアンケートにも回答いただいた法人を含む。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

選定方針

調査方法

有効回答数*²

（回収法人数*³）

テクノロジー活用が進んでいる法人を中心に選定

調査依頼の封書を郵送し、記載のURL等を通じたインターネット調査（自記式）を実施

151法人
（156法人）

61法人
（90法人）

選定・送付法人数*¹ 1,000法人 815法人 1,000法人

138法人
（138法人）

選定方法 規模の大きい法人を選定
可能な限り該当する全法人を

対象として選定
規模の大きい法人を選定

選定方法詳細
常用求人数・常用就職件数
（無期雇用）の上位法人を抽出

―
従業員1,000人以上の法人を

ランダムで抽出実
施
内
容

＞＞ ＞

＞＞ ＞

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容



❷アンケート調査｜アンケート項目
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アンケート調査では、テクノロジー活用方法や組織体制、得られている効果や課題等について広く伺った。

テーマ 項目 設問内容 該当する設問番号

a.職業紹介
事業者

b.募集情報等提
供事業者

c.求人者

事業・業務運営概要 事業概要/所在地 実施している事業内容・本社の所在地 1-3 1-6 1,2

事業/採用規模 取引企業数・登録求職者数/新卒・中途採用者数 4 7 3

人材タイプ別の取扱い/採用状況 職種・雇用形態や年収帯別の取扱い/採用状況 5-7 8-10 4,5

活用する外部サービス 採用における外部サービスの活用状況 - - 6-8

プロセス・テクノロジー活用 情報の入力・管理・検証 求人情報の提供方法 - - 9

求人/求職者情報の取得・管理方法 8,9,12,13 11,12,15,16 10,13,14

求人/求職者情報の入力・検証方法 10,11,14,15 13,14,17,18 11,12,15,16

情報の活用 マッチング/レコメンド/スクリーニング・選考方法 16,17 19,20 17

求人/求職者情報を活用した機能・サービス 18,19 21 19

サービス・機能の提供時に活用している外部サービス 20 - 18

組織体制・取り組み 組織体制・取り組み 現状の組織体制や取り組みの実施内容 21 22 20

リスクへの対応 テクノロジー活用に伴い想定されるリスクへの対応状況 22 23 21

法改正対応 令和４年10月の職業安定法改正への対応状況 23,24 24-26 22,23

効果・課題 得られている効果 テクノロジー活用によって得られている効果 25,26 27 24,25

今後の強化ポイント テクノロジーを活用して今後さらに強化したい効果 27 28 26

今後活用・連携したいサービス 今後活用・連携を増やしたい雇用仲介サービス 28 29 27

今後の課題 テクノロジー活用を進める上で感じている課題 29 30 28

今後の外部サービス活用 外部サービスに期待すること・今後の利用方針 - - 29,31

自社のテクノロジー活用の進展度 自社のテクノロジー活用の進展度の認識 30 31 30

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容

* 詳細は別ファイルのアンケート調査票に掲載。



❸ ヒアリング調査｜実施内容・回収結果
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ヒアリング対象として、テクノロジー活用が進んでいる事業者を規模/取り組み内容等の観点で選定し、計38社への調査
を実施した。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

選定方針

実施法人数*²

テクノロジーを活用して先進的な取組みをしている法人を選定

12法人 12法人

オンライン会議ツールを使用して実施（30-60分程度）

14法人

規模の大きい法人および特徴的な取組みを実施している法人を選定*¹

特定の業界・業種に
特化した法人も選定

様々な事業形態（次頁例示）
を広く含める形で選定

実施方法

選定方法

選定方法詳細

実
施
内
容

＞＞ ＞

＞＞ ＞

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

テクノロジー活用の事例や
データ活用に関わる専門組織の

設置が公開されている法人等を選定

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容

*1 検討委員会の助言をもとに事務局ににて選定。またアンケートに回答いただいた法人のうちテクノロジーが進んでいる法人も選定。
*2 記載の38社の他に、a-cには含まれないが雇用仲介に関わるサービスを提供している事業者1社に対してもヒアリングを実施。



求人企業の依頼を受け、求人情報の作成や掲載を行う事業者

（参考）b.募集情報等提供事業者の主な事業形態

10

b.募集情報等提供事業者へのヒアリング調査は、様々な事業形態の事業者を対象に実施した。

求人企業や職業紹介事業者、求人メディア等がインターネット
上に公開する求人情報を収集・クローリングして求職者に提供
する事業者

求職者や潜在求職者の情報を、求人企業や職業紹介事業者
に対して提供する事業者

インターネット上に公開されている求職者情報をクローリングし
て、求人企業や職業紹介事業者に提供する事業者

求職者や求人企業、職業紹介事業者等の不特定多数の利用
者が自らの情報を開示するプラットフォームを運営する事業者

勤務者が登録した求人企業情報や、求職者と求人企業が登録
した自身の情報を閲覧できるサイトを運営する事業者

求人メディア 人材データベース

クローリング型人材データベース

アグリゲーター（クローリング型求人メディア）

ビジネスSNS 口コミサイト

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容



❸ ヒアリング調査｜ヒアリング項目
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ヒアリング項目はアンケート項目と対応させ、ヒアリングではテクノロジー活用が進んでいる事業者におけるより具体的
なテクノロジー活用方法やリスクへの対応策、業界全体への期待等を伺った。

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

ヒアリング項目

テクノロジー
活用方法

（外部活用含む）

テクノロジー
活用に伴う

リスクへの対応策

業界全体への
期待/懸念および

厚生労働省への期待

事業概要/採用状況

•事業概要/採用対象の特徴やそれに関わるテクノロジー活用の傾向

•テクノロジー活用に伴うリスクに対する認識
• リスクに対して実施している対応策

•テクノロジー活用に関する業界全体への期待/懸念
•厚生労働省への期待/意見

•具体的なテクノロジー活用方法
➢ 活用しているプロセス
➢ 活用目的・活用内容詳細
➢ 得られている効果等

事業・業務運営概要

効果・課題

プロセス・
テクノロジー活用

組織体制・取り組み

アンケート項目との対応

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容



❹調査報告書作成
アンケート/ヒアリング調査結果をもとに、雇用仲介における業界全体のテクノロジー活用状況を明らかにした上で、ヒア
リング結果をもとに先進的な企業の具体的なテクノロジー活用方法や、各社が感じている業界課題・期待を整理した。

調査報告書の内容アンケート/ヒアリング項目

12

検討委員会
1

アンケート調査
2

ヒアリング調査
3

調査報告書
作成

4

Ⅰ.事業概要｜2.実施内容

事業・業務運営概要

効果・課題

プロセス・テクノロジー活用

組織体制・取り組み

テクノロジー活用方法（外部活用含む）

テクノロジー活用に伴うリスクへの対応策

業界全体への期待/懸念および厚生労働省への期待

事業概要/採用状況

アンケート調査

ヒアリング調査

アンケート調査の単純集計結果をもとに、調
査対象の事業概要や事業規模等を整理雇用仲介に関わる事業

者の概況
1

雇用仲介におけるテクノ
ロジー活用状況

2

アンケート調査の単純集計結果をもとに、業
界全体のテクノロジー活用に関する取り組み
の状況・傾向を整理

テクノロジー活用の進展
度に応じた傾向の違い

3

アンケート調査のクロス集計結果をもとに、
一部ヒアリング調査結果も参考にしながら、
テクノロジー活用の進展度に応じた取り組み
内容の違いを整理

先進的な企業の
テクノロジー活用事例

4

先進的な事業者へのヒアリング調査結果を
もとに、テクノロジー活用/リスク対応方法の
モデルケースを整理

業界に対する各社の
課題認識・今後への期待

5

先進的な事業者へのヒアリング調査結果を
もとに、各社が感じている業界課題・今後へ
の期待を整理



Ⅱ.調査結果サマリ



調査結果サマリ
Ⅱ.調査結果サマリ

凡例
実施・重視されている/実施・重視されていない/自社/外部活用の傾向

雇用仲介における
テクノロジー活用状況

2

◼ 業界の変化・テクノロジーの発展に合わせ、必要なルールやガイドライン等を適宜整備することが望ましいという姿勢の企業が多かった（以下5点は代表的な意見）
① 事業形態によっては法律・ルールの解釈に迷うケースがあるため、ガイドライン等の情報発信がなされることに期待する
② 複数の雇用仲介サービスを併用する中で、サービス間連携・管理の負荷が高まっているため、効率化に向けた取り組みが進むことに期待する
③ テクノロジー活用が高度化する中で、求職者保護と業界の発展/効率化のバランスに配慮したガイドライン等の整備が進むことに期待する
④ 業界の健全な発展のため、求職者利益保護のためのリテラシーや守るべき法律に関する理解が業界全体で進むことに期待する
⑤ 業界全体のリスク低減/効率化のため、必須対応事項の明確化および法律・ルールの運用徹底がなされることに期待する

業界に対する
各社の課題認識/

今後への期待
5

◼ a.職業紹介事業とb.募集情報等提供事業の双方を運営する事業者が4-5割程度存在している
◼ b.募集情報等提供事業者の中では、通常の求人メディア（92%）に加え、人材データベース（26%）を提供する事業者が多くなっている
（また、アグリゲーターは7%と少ないが、当該事業を運営する事業者が業界全体に影響を及ぼしているとのヒアリング意見があった）

◼ c.求人者がサービスを選ぶ際には、登録者の質・数を68%・54%の企業が重視する一方、マッチング・レコメンド機能は29%の企業しか重視していない

雇用仲介に関わる
事業者の概況

1

◼ 先進的な企業は、事業形態※ごとの特徴に合わせ、幅広いプロセスでテクノロジーを活用している
◼ 先進的な企業は、事業形態やテクノロジー活用方法ごとに生じ得る問題を理解した上で、個人情報保護、的確表示遵守、マッチング/レコメンド/選考時のバイアス等
の排除、その他の事業上のリスクへの対処を網羅的に実施しており、特にマッチング/レコメンド/選考に関わる領域では複合的な対策を実施している

※本調査・研究事業では、a.職業紹介事業者、b1.求人情報提供＋人材DB、b2.クローリング型求人メディ、b3.クローリング型人材DB、b4.ビジネスSNS、b5.口コミサイト、c.求人者の具体的な事例を整理した

テクノロジー活用の
進展度に応じた
傾向の違い

先進的な企業の
テクノロジー活用事例

3

4

◼ 事業形態によらず、テクノロジー活用によって得られている効果は、「求人企業開拓・求職者確保・情報の入力・管理の効率化」が中心となっており、
各プロセスでアルゴリズム等の活用を含む高度な取組みをしている事業者は1-2割程度に留まる

◼ 組織体制面では、事業形態によらず「セキュリティ構築」等が実施されている一方、事業形態によって自社システム/外部サービス活用の傾向が異なる
➢ a.職業紹介事業者 ：自社/外部双方を活用 / 「データ基盤構築」「専門人材の獲得」は強化ポイント
➢ b.募集情報等提供事業者：自社システム活用 / 「データ基盤構築」「専門人材の獲得」は強化ポイント
➢ c.求人者 ：外部サービスを活用 / 「データ基盤構築」「サービス・ツールの導入」は強化ポイント

◼ テクノロジー活用の進展に合わせて、
➢ まずは「情報の入力/管理の効率化」、続いて「情報の検証の効率化」「情報の活用（マッチングや絞り込み）の質・スピードの向上」が進む傾向がある

また「求職者確保/求人企業開拓の効率化」も進む傾向があるが、事業形態によって活用の進み方に差異がある
➢ 組織体制面では「データ基盤構築」「専門組織の設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツール等の導入」「専門人材獲得」等が進む傾向がある
➢ リスク対応・法改正対応が進む傾向がある

◼ 事業形態によって、自社/外部活用の傾向や組織体制面の取り組みの傾向に差異がある
➢ a.職業紹介事業者 ：自社/外部双方を活用 / 「データ基盤構築」が進む一方「専門人材獲得」は進まない
➢ b.募集情報等提供事業者：自社システム活用 / 「データ基盤構築」「サービス・ツール等の導入」「専門人材獲得」等、全般的に取り組みが進む
➢ c.求人者 ：外部サービスを活用 / 「データ基盤構築」はa,bと比較すると進まない

14



雇用仲介に関わる事業者の概況

15

a.職業紹介事業とb.募集情報等提供事業の双方を運営する事業者が一定程度存在している。
b.募集情報等提供事業者の中では、通常の求人メディアに加え、人材データベースを提供する事業者が多くなっており、
それらのサービスを活用するc.求人者は、マッチング/レコメンド機能よりも登録者の質・数を重視している。

Ⅱ.調査結果サマリ

1

アンケート調査の単純集計結果より（P.26-29に詳細記載）

自社のb事業の各機能をa事業内でも活用
するケースが増えている

“募集情報等提供事業も運営しており、レ
コメンド機能や、人材DB機能を職業紹介
事業内でも活用している”

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
で

得
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

人材データベースやアグリゲーターの存在
感が増している

“募集情報等提供事業では人材DB機能を
提供する事業者が増えている”
“人材DBやアグリゲーターの存在感が増し、
求職者確保のあり方が変化している”

求人者は、登録者の質・数を重視している

“人材DB等を使う際は、可能性のある人材
にできるだけ広くアプローチすることが重要
なのでレコメンド機能の精度等は重視して
いない。募集ポジション別にレコメンドがさ
れるのであれば、活用するかもしれない”

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

89%職業紹介事業

1%

職業紹介事業・
募集受託事業の両方

募集受託事業

10%

アグリゲーター

18%

求人メディア

人材データベース

42%

その他

SNS型サービス

口コミサイト

3%

2%

1%

21%

求人メディア

口コミサイト

人材データベース

アグリゲーター

26%

SNS型サービス

その他

92%

7%

3%

2%

3%

49%

職業紹介事業

募集受託事業

44%

行なっていない

その他 3%

8%

43%

3%

67%

職業紹介事業者・
募集受託事業者

アグリゲーター

求人メディア

口コミサイト

SNS型サービス

人材データベース

ハローワーク

17%

2%

0%

35%

閲覧数・プレゼンス

登録求職者の属性・質

登録求職者数

68%

検索機能の充実

情報管理・活用プロセスの
安全性・透明性

50%

データ入力・管理等の効率性

マッチング・レコメンド機能の充実

54%

38%

36%

29%

29%
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雇用仲介におけるテクノロジー活用状況まとめ（1/2）
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テクノロジー活用によって得られている効果はプロセスの効率化が中心となっており、各プロセスでアルゴリズム等を用
いた高度なテクノロジー活用をしている事業者は1-2割程度と少ない。また、a.職業紹介事業者は自社システム/外部
サービス双方、b.募集情報等提供事業者は自社システム、c.求人者は外部サービスを活用する傾向がある。

Ⅱ.調査結果サマリ

◼ 各プロセスで手動/目視対応が多く、高度な活用
をしている事業者は一部に限られる

◼ 総じて、自社/外部双方を活用する傾向がある

＞

◼ 高度な活用をしている事業者は一部に限られる
が、a,cと比較すると取り組みが進んでいる

◼ 総じて、自社システムを活用する傾向がある

＞

◼ 各プロセスで手動/目視対応が多く、高度な活用
をしている事業者は一部に限られる

◼ 総じて、外部サービスを活用する傾向がある

＞
b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

事業形態によらず、テクノロジー活用によって「求人企業開拓・求職者確保・情報の入力・管理の効率化」で効果を得ている事業者が多い（4-5割程度）
一方で、「情報の検証の効率化」や「情報の活用（マッチング/レコメンド/選考の質・スピードの向上等）」で効果を得ている事業者は少ない（2-3割程度）

➢ 外部-自社連携が中心➢ 外部-自社連携/外部-外部連携の双方実施 ➢ 外部-自社連携/外部-外部連携の双方実施

事業形態によらず手動入力が最も多く（7-9割程度）、アカウントの自動連携は一部に留まる（1-2割程度） ※事業形態により自社/外部活用の傾向には差異

➢ 自社システムが中心➢ 自社システム/外部サービスの双方 ➢ Excel等/外部サービスが中心

a.職業紹介事業者は自社/外部、b.募集情報等提供事業者は自社でシステム化を進めているのに対し、c.求人者はExcel（＋外部サービス）による管理が多い

➢ 自社アルゴリズムが中心➢ 自社アルゴリズム/外部サービスの双方 ➢ 外部サービスが中心

事業形態によらず手動・目視検証が多く（8-10割程度）、自社アルゴリズム/外部サービス等の活用は一部に留まる（1-2割程度） ※事業形態により自社/外部活用の傾向には差異

＜レコメンドの方法＞
➢ 担当者判断 ：33%

➢ 検索機能の活用 ：30%

➢ 自社アルゴリズム ：18%

➢ 外部サービス活用 ：10%

＜マッチングの方法＞
➢ 担当者判断 ：97%

➢ 検索機能の活用 ：41%

➢ 自社アルゴリズム ：11%

➢ 外部サービス活用 ： 6%

＜選考の方法＞
➢ 担当者判断 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ93% / 面接85%

➢ 検索機能の活用 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ13% / 面接 5%

➢ 自社アルゴリズム ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 5% / 面接 2%

➢ 外部サービス活用 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ14% / 面接 4%

a.職業紹介事業者、c.求人者は担当者判断（＋検索機能の活用）中心であるのに対し、b.募集情報等提供事業者では相対的に自社アルゴリズムの活用が進んでいる
ただし、a.職業紹介事業者の自社アルゴリズム/c.求人者のスクリーニング時の外部サービス活用も一定程度で実施されている

プ
ロ
セ
ス

得られている効果

（P.33）

情報の入力*

（P.34）

1

2

情報の管理

（P.35）

情報の検証*

（P.36）

情報の活用

（P.37）

2

アンケート調査の単純集計結果より（P.30-41に詳細記載）

凡例
実施されている/実施されていない/自社/外部活用の傾向

* b.募集情報等提供事業者は求職者情報を必要としないケースもあるため、数値は求人情報の入力/検証の結果をもとに記載。



雇用仲介におけるテクノロジー活用状況まとめ（2/2）2

17

組織体制・取り組みでは、事業形態によらず「セキュリティ構築」等が進む一方、「データ基盤構築」に課題感があり、特
にc.求人者は取り組みが遅れている。また、自社システムも活用する傾向があるa.職業紹介事業者、b.募集情報等提供
事業者は「専門人材の獲得」に課題感があるのに対し、外部ツールを活用する傾向があるc.求人者は「サービス・ツール
の導入」に課題感がある。

Ⅱ.調査結果サマリ

b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

前頁のとおり自社/外部双方を活用する傾向がある
こともあり、「データ基盤構築」に加えて「専門人材の
獲得」が強化ポイントとなっている

＞

前頁のとおり自社システムを活用する傾向があるこ
ともあり、「データ基盤構築」に加えて「専門人材の獲
得」が強化ポイントとなっている

＞

前頁のとおり外部ツールを活用する傾向があること
もあり、 「データ基盤構築」に加えて「サービス・ツー
ル等の導入」が強化ポイントとなっている

＞

事業形態によらず「セキュリティ構築」が最も進んでおり（5-6割程度）、次いで「データ基盤構築」「専門組織の設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツール等の
導入」等が続いている。ただし、事業形態によって取り組み状況や今後の課題・強化ポイントに差異がある

➢ a,cと比較して全体的に取り組みが進んでいる➢ b,cと比較して「専門組織の設置」が遅れている ➢ a,bと比較して「データ基盤構築」が遅れている

事業形態による大きな差異はなく、いずれのリスクについても、「貴社には当てはまらない問題である」とした企業以外はほとんどが「自社で対応を実施」と回答している。
そのなかにあって、特に個人情報保護に関わるリスク対応を行う企業は多くなっている
※「情報活用精度の担保」「情報活用時の説明責任の担保」に関わるリスク対応は、マッチング/レコメンド/選考でアルゴリズム等を活用していない企業が多いこともあり「自社に当てはまらない問題」の回答割合が大きい

事業形態によらず5-6割程度が「求人等に関する情報の的確な表示の義務化」、「個人情報収集に際しての、求職者への業務の目的の明示の強化」への対応を完了
※b.募集情報等提供事業者の「”特定募集情報等提供事業者”の届出制度化」については、対象事業者が限られることや、調査実施時期が早かった影響により、他項目に比べて対応が完了している割合は小さかった

➢ 「データ基盤構築」「専門人材獲得」に課題を感じ
ている事業者が多い

➢ 「データ基盤構築」「専門人材獲得」に課題を感じ
ている事業者が多い

➢ 「データ基盤構築」 「サービス・ツール等の導入」
に課題を感じている事業者が多い

組織体制・取り組み
（P.38）

3

リスクへの対応
（P.40）

法改正対応
（P.41）

4

5

今後の課題・強化ポイント
（P.39）

アンケート調査の単純集計結果より（P.30-41に詳細記載）

凡例
実施されている/実施されていない/自社/外部活用の傾向



得られている効果
（P.45-47）

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い まとめ（1/2）
Ⅱ.調査結果サマリ

テクノロジー活用の進展に合わせて、まずは「情報の取得・入力/管理の効率化」、続いて「情報の検証の効率化」「情報
の活用（マッチング/レコメンド/選考の質・スピードの向上等）」が進む傾向があり、特にb.募集情報等提供事業者ではそ
の傾向が強い。「求職者確保/求人企業開拓の効率化」の進み方や自社/外部活用の傾向は、事業形態により異なる。

◼ 総じて、自社/外部双方を活用する傾向がある
◼ ただし、テクノロジー活用が進むと、自社アルゴリ
ズムを用いたマッチングが増える傾向がある

＞

◼ 総じて、自社システムを活用する傾向がある
◼ テクノロジーが進むと検証・レコメンド領域に活用
が広がる傾向があり、a,c以上にその傾向が顕著

＞

◼ 総じて、外部サービスを活用する傾向がある
◼ ただし、テクノロジー活用が進むと、自社アルゴリ
ズムを用いたスクリーニング/選考も増える

＞
b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むに従い「情報の取得・入力/管理の効率化」の領域、さらには「情報の検証の効率化」「「情報の活用（マッチング/レコメンド/選
考の質・スピードの向上等）」の領域で効果を得る事業者が増える傾向がある。

「求職者確保/求人企業開拓の効率化」もテクノロジー活用が進むに従い効果を得る事業者が増える傾向はあるが、事業形態によって活用の進み方に差異がある

➢ 自社システムが中心➢ 自社システム/外部サービスの双方 ➢ 外部サービスが中心

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むほど、情報の入力・連携の自動化や、Excel以外の自社/外部のデータベースによる管理を実施している
なお、a.職業紹介事業者は自社/外部、b.募集情報等提供事業者は自社でシステム化を進めているのに対し、c.求人者は外部サービス活用が多い

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むほど、手動・目視以外の検証を実施している

＜レコメンドの方法＞
➢ 担当者判断 ：43%→40%

➢ 検索機能の活用 ： 4%→70%

➢ 自社アルゴリズム ： 4%→50%

➢ 外部サービス活用 ： 4%→20%

＜マッチングの方法＞
➢ 担当者判断 ：98%→100%

➢ 検索機能の活用 ：35%→  45%

➢ 自社アルゴリズム ： 2%→  24%

➢ 外部サービス活用 ： 4%→    3%

＜選考の方法 （スクリーニング/ 面接開始後の選考）＞
➢ 担当者判断 ：95%→96% / 89%→75%

➢ 検索機能の活用 ：10%→17% /   3%→  8%

➢ 自社アルゴリズム ： 2%→13% /   0%→  8%

➢ 外部サービス活用 ： 8%→17% /   2%→  8%

テクノロジー活用が進むほど、検索機能やアルゴリズムを用いたマッチング・レコメンド・選考を実施しており、b.募集情報等提供事業者はその傾向が顕著である
※以下、進んでいない群→進んでいる群の比較

なお、情報の活用では「パーソナリティ等含む求職者の適性」よりも「業務内容・スキル要件」や「求職者の就業ニーズ」を用いた取り組みで効果が得られている

プ
ロ
セ
ス

1

2

アンケート調査のクロス集計結果より（P.42-60に詳細記載）

凡例
• 実施されている/実施されていない
• 自社/外部活用の傾向

情報の入力・管理
（P.48-50）

情報の検証 （P.51）

情報の活用
（P.52-53）

18

3



テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い まとめ（2/2）

19

テクノロジー活用の進展に合わせて、 「データ基盤構築」「専門組織の設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツー
ル等の導入」「専門人材獲得」等が進む傾向があるが、事業形態および自社主導/外部活用の方向性によって傾向に差
異がある。また、事業形態によらずの進展に合わせて、リスク対応・法改正対応が進む傾向がある。

Ⅱ.調査結果サマリ

◼ テクノロジー活用が進むに従い「データ基盤構築」
が進むが「専門人材獲得」は進まない傾向がある

◼ 自社主導/外部活用中心で傾向が異なる

◼ テクノロジー活用が進むに従い「専門人材獲得」
が含め全般的に取り組みが進むが、「専門人材
獲得」はさらなる強化が必要とされる傾向がある

◼ 「データ基盤構築」は進みにくい
◼ 自社主導/外部活用中心で傾向が異なり、自社主
導の方が全般的に取り組みが進む傾向がある

b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

組織体制・取り組み
（P.54-56）

3
事業形態によらず、「セキュリティ構築」はテクノロジー活用が進んでいない事業者でも実施されており、テクノロジー活用が進むに従い「データ基盤構築」「専門組織の
設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツール等の導入」「専門人材獲得」等が進む傾向がある

ただし、事業形態や自社主導/外部活用の方向性によって傾向に差異があり、それぞれテクノロジー活用が進んでいる群では以下の傾向がある
※括弧内数値は、進んでいない群→進んでいる群の比較

➢ 「データ基盤構築（16%→70%） 」が進む
➢ 「専門人材獲得（13%→15%） 」は進まない

➢ 「サービス・ツール等の導入（6%→33%）」「専門
人材獲得（14→33%）」 等が緩やかに進む

➢ 「データ基盤構築」はa,bでは進むが、cでは進ま
ない（a：16%→70%/b：4%→90%/c：6→29%）

＞ ＞ ＞

リスクへの対応
（P. 59）

事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方がリスク対応全般が進む傾向がある（進んでいない群1-5割に対し、進んでいる群4-9割）
特にb.募集情報等提供事業者は進展度に応じた差異が大きい一方、c.求人者は小さかった

法改正対応
（P.60）

事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が法改正対応全般が進む傾向がある（進んでいない群3-5割に対し、進んでいる群6-7割）

4

5

➢ a,cと比較して全体的に取り組みが進み、特に
「データ基盤構築（4%→90%）」「サービス・ツー
ル等の導入（4%→80%）」「専門人材獲得
（0%→70%）」は大きく進展する

➢ 「データ基盤構築」は自社主導以上に進み、
「サービス・ツールの導入」も比較的進む一方、
「専門人材獲得」に課題

➢ 自社主導と比較すると全体的に取り組みは進ま
ず、特に「データ基盤構築*」「サービスツール・
ツールの導入」に課題

外部活用中心の
事業者の傾向
（P.57-58）

➢ 「訓練の実施」が進む一方、 「サービス・ツールの
導入」に課題

➢ 「サービス・ツールの導入」が進み、社内体制効
果に関わる取り組み（「専門組織の設置」「社内
ルール・ガイドライン整備」 「訓練の実施」「スキ
ル・ノウハウの継承」等）も全体的に進む

自社主導で進めている
事業者の傾向
（P.57-58）

アンケート調査のクロス集計結果より（P.42-60に詳細記載）

凡例
• 実施されている/実施されていない
• 自社/外部活用の傾向

* 外部活用中心の場合、外部サービスと連携/複数のサービスを横断的に管理するにあたり、自社のデータを整備する必要があるものと想定。

―
（基本的に自社システム中心）

3



ヒアリングをもとに整理した先進的な企業のテクノロジー活用方法例 ※複数企業へのヒアリングをもとに典型的なものを抜粋

b.募集情報等提供事業

自社/外部ツールを活用した
マッチングの判断の補助*2

自社/外部システムによる
情報管理

MA*1ツール等による求人
企業へのアプローチ最適化

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

外部サービスとの
データ連携自動化

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

採用全体の状況可視化・分
析・改善

自社/外部システムによる
情報管理

パフォーマンス予測を
活用した選考判断

ES*4の自動スクリーニング/

動画面接によるスクリーニング

パフォーマンス予測を活用
した求職者への情報提供

複数の採用チャネルの
連携・管理の自動化

求人内容の
自動チェック・アラート

適性診断等を活用したキャ
リアに関する情報提供

求人内容の
自動チェック・アラート

スカウト文面の
自動チェック・アラート

求職者向けの
求人レコメンド

口コミをもとにした企業のス
コアリング

求職者向けの友達候補
ユーザーのレコメンド

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求人者向けの
求職者検索機能

求人者向けの
リスティング広告機能提供

求職者向けの
求人検索機能の

求人のクローリング・
自動整形・掲載・更新

スカウト文面の
自動チェック・アラート

求職者情報クローリング・同
一性検証・スコアリング・プ
ロフィール自動生成

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求職者向けの求人
レコメンド/検索機能

クローリングした求人の
自動検証・掲載停止

a.職業紹介事業者

（P.66）

c.求人者

（P.72）

b2.クローリング型
求人メディア
（P.68）

b3.クローリング型
人材DB

（P.69）

b4.ビジネスSNS

（P.70）

b5.口コミサイト

（P.71）

b1.求人情報提供＋
人材DB

（P.67）

マッチング・提案時の
検索業務の省力化

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求職者向けの求人
レコメンド/検索機能

求人内容の
自動チェック・アラート

スカウトの文面の
自動チェック・アラート

スカウト文面の
自動チェック・アラート

自社システムによる
情報管理

MA*1ツール等による求人
企業へのアプローチ最適化

ユーザー訴求力が高い
診断系サービス拡充等

外部サービスとの
データ連携自動化

先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ. テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（1/3）
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Ⅱ.調査結果サマリ

業務プロセス

情報の検証

情報の活用
（マッチング/レコメンド

/選考等）

求職者確保

情報の取得・入力

その他

求人企業開拓

情報の管理

求人

スカウト

b.募集情報等提供事業へのヒアリングでは、「情報の検証」「情報の活用」プロセスにおけるテクノロジー活用
や事業形態独自のテクノロジー活用に関するヒアリングを優先してたため、「求職者確保」～「情報の管理」プ
ロセスについては、記載の内容以外にも様々な取り組みがなされていることが想定される

先進的な企業は、事業形態に合わせ、幅広いプロセスでテクノロジーを活用している。

先進企業へのヒアリング結果より（P.62-74に詳細記載）

*1 MAツール：マーケティングオートメーションツール
*2 a,b双方の事業を運営している場合、a.職業紹介事業内でエージェントがb.募集情報等提供事業内のレコメンド・検索等の機能を活用して、求職者にサービスを提供しているケースもある。
*3 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある。
*4 ES：エントリーシート

4



先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ. テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（2/3）
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先進的な企業は、自社の事業形態やテクノロジー活用方法によって生じ得る問題を理解し、個人情報保護、的確表示
遵守、マッチング/レコメンド/選考時のバイアス等の排除、その他の事業上のリスクへの対処を網羅的に実施している。

Ⅱ.調査結果サマリ

ヒアリングをもとに整理した先進的な企業のリスク対応方法例 ※複数企業へのヒアリングをもとに典型的なものを抜粋

b.募集情報等提供事業

不利益が生じ得る活用の
回避・説明責任の担保

バイアス等の定期的検証・
人の目による最終判断

重複応募の管理・ア
ラート

a.職業紹介事業者

（P.66）

c.求人者

（P.72）

b2.クローリング型
求人メディア
（P.68）

b3.クローリング型
人材DB

（P.69）

b4.ビジネスSNS

（P.70）

b5.口コミサイト

（P.71）

b1.求人情報提供＋
人材DB

（P.67）リスク対応の観点

＞＞＞＞＞＞＞

求職者情報を活用する
際の同意取得を徹底し、
バイアスの検証・排除等
の取り組みも実施

不適切な口コミや個人が
特定され得る口コミを
チェック・除外するための
仕組みを整備

求人に該当する投稿の
判別・的確表示遵守や、
スカウトのバラマキ防止
のための仕組みを整備

クローリング時の同一性
検証や、希望しないユー
ザーを除外するオプトア
ウトの仕組みを整備

的確表示順守のため、
求人内容や更新タイミン
グをもとに自動で掲載除
外/停止対応を実施

求職者情報を活用する
際の同意取得を徹底し、
バイアス/偏りの検証・排
除等の取り組みも実施

個人情報の管理体制や
活用ルール等を整備し、
求人企業への求職者情
報提供も慎重に実施

リスク対応方法の特徴

マッチング/レコメンド/選考
における情報活用時の
バイアス等の排除

個人情報保護

的確表示順守

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

求人内容の自動/目視確認
・求人者への定期的な確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

レコメンドのバイアス・偏り
の定期的な検証・是正

連携時の同一性検証徹底
・本人が希望しない連携除外

クローリングを希望しない
求職者のオプトアウト対応

その他の事業上の
リスクへの対処

マッチングに活用する
アルゴリズムの精度検証

求人内容の
自動/目視確認

スカウト文面の
自動/目視確認

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

不備のある求人/古い求人
等の自動確認・掲載停止

求人内容の
自動/目視確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

複数サービスからの重複
応募の管理・対応徹底

複数サービスからの重複
応募の管理・対応徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

採用に関わる社員のリテ
ラシー向上・アクセス制限

的確表示のルールに
則った求人作成の徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

不適切な口コミの確認
・掲載停止等の対応徹底

求人内容の
自動/目視確認

スカウト文面の
自動/目視確認

ユーザー体験を損ねる
スカウトのバラマキ防止

求人に該当する投稿内容
の明確化・的確表示遵守

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

スカウト文面の
自動/目視確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

求人内容の
自動/目視確認

レコメンドのバイアス・偏り
の定期的な検証・是正

先進企業へのヒアリング結果より（P.62-74に詳細記載）

4



先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ.テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（3/3）
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Ⅱ.調査結果サマリ

特にマッチング/レコメンド/選考における活用では、活用方法に伴うリスクに合わせた複合的な対策が取られている。

22

先進企業へのヒアリング結果より（P.62-74に詳細記載）

*1 a,b双方の事業を運営している場合、a.職業紹介事業内でエージェントがb.募集情報等提供事業内のレコメンド・検索等の機能を活用して、求職者にサービスを提供しているケースもある。
*2 c.求人者で既存社員のデータを活用する際には、求職者だけでなく既存社員にも不利益が生じないよう配慮する必要がある。

マッチング・レコメンド・選考におけるテクノロジー活用方法例 リスク対応方法例

個人情報取得時の
明示的説明および
同意取得の徹底

求職者*2に
不利益が生じ得る
活用方法の回避

サービス/アルゴリズム
の内容等の理解・
説明責任の担保

アルゴリズムの精度や
バイアス/偏りの有無の
定期的な検証・是正

不合格とする際の
人の目による
最終判断の実施

求
人
者

募
集
情
報
等
提
供
事
業
者*

1

職
業
紹
介

事
業
者

＞

＞

＞

＞

＞

＞

＞

求職者向けの
求人レコメンド

求職者向けの
求人検索機能

求人者向けの
求職者レコメンド

求人者向けの
求職者検索機能

エントリーシートの
自動スクリーニング

動画面接による
自動スクリーニング

パフォーマンス予測を
活用した選考判断

パフォーマンス予測を
活用した情報提供

エージェントの過去の求人/求職者情報検索をもとに
検索の条件設定をプリセットとして提示するツールに
より、マッチング時の作業を省力化

求職者の過去の閲覧・応募等の情報をもとに、興味
を示した求人に類似する求人をレコメンド/検索上位
に表示、あるいは類似する求職者が興味を示した求
人をレコメンド

求人者等の過去のお気に入り・スカウト等の情報を
もとに、興味を示した求職者に類似する求職者をレ
コメンド/検索上位に表示

過去のESの合否結果を教師データに学習したモデ
ルを用いて、ESの文章から評価を出力し、選考判断
に活用

プロ面接官のコンピテンシー評価を教師データに学
習したモデルを用いて、回答データの内容や話し方
から評価を出力し、選考判断に活用（詳細P.73）

既存社員のデータを教師データに学習したモデルを
用いて、求職者の情報から入社後のパフォーマンス
等を予測し、選考判断に活用

既存社員のデータを教師データに学習したモデルを
用いて、求職者の配属先ごとのパフォーマンスを予
測し、入社に向けたコミュニケーション等に活用

マッチング・提案時の
検索業務の省力化

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

詳細活用方法

過去のマッチングデータをもとに類似する求職者-求
人の組み合わせを判断し、マッチングする可能性が
ある求職者/求人をサジェストするツールを活用

ツールを活用した
マッチング判断の補助

✓ ✓ ✓✓

4



先進的な企業は、サービスレベル向上/採用成功のポイント・市場環境の変化・データ上の制約等も踏まえて、求職者転
職プロセスへの関与のあり方やテクノロジー活用の方向性を判断している。

先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅱ. テクノロジー活用の方向性 まとめ

23

Ⅱ.調査結果サマリ
先進企業へのヒアリング結果より（P.75-78に詳細記載）

4

* 例は求職者情報提供＋人材データベースのものを記載。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者* c.求人者

＞ ＞ ＞

＞ ＞ ＞

求
職
者
転
職
プ
ロ
セ
ス
へ
の
関
与
／

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の
あ
り
方
（
例
）

キャリア等に関する
情報収集

応募

選考

内定後フォロー

企業・求人検索 • レコメンド/検索機能による転職機会提供
• スカウトサービスによる転職機会提供

• ES自動評価/動画面接によるスクリーニング
（不合格とする場合は人の目による最終）

• 入社/配属後のパフォーマンス予測を活用したキャリ
ア/配属先に関する情報提供（ごく一部の企業のみ）

• 適性診断＋キャリアに関する情報提供による
求職者のリテラシー向上・転職意欲向上

• 各種外部サービスを組みあわせた
潜在層を含む求職者へのアプローチ

• エージェントによる書類作成・選考サポート
＋意思決定支援

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の

前
提
条
件

“機械に任せられる業務は機械に任せ、エージェントは付加
価値を出せる求職者支援等に注力することが重要になる”

“有益なサービス/機能による差別化→求職者集客→求人
者確保→サービス/機能強化という好循環が重要になる”

“求職者の質・量確保→採用プロセス効率化→面接判断の
精度向上の順にインパクトを出しやすいと感じている”

サービスレベル向上/

採用成功のポイント

データ上の制約

環境の変化
“人材DBやアグリゲーター等の存在感が増す中で、求職者
確保プロセスが変化・複雑化している”

“今までにない様々なサービスが出現している。また転職が
当たり前になり潜在層へのアプローチが重要になっている”

“求職者確保の方法が多様化し、一次スクリーニングを省
力化するサービス等も広がりつつある”

“マッチングは最終的に人が実施するため、テクノロジーへ
の投資の費用対効果が合いにくい。 またデータ量が多くは
ないので、テクノロジーによる精度向上を進めにくい”

“選考結果や入社後の活躍等のデータは得られないため、
あくまでユーザー行動履歴等をもとにした転職機会/情報提
供の最適化/高度化がテクノロジー活用の中心となる”

“面接は最終的に人が見るため、テクノロジーへの投資の
費用対効果が合いにくい。難易度は高いが、入社後のデー
タを連携して高精度の予測等が出来ると意味がある”

さ
ら
な
る

活
用
の
方
向
性

“複数の外部サービスと自社のマーケティングを組み合わ
せて効率的に求職者を確保していきたい”

“転職機会だけでなく、キャリア形成やスキルアップに有用
な情報の提供も強化し、求職者と継続的な接点を作りたい”

“複数の外部サービスを一元管理して状況を横断的に把握
し、求職者確保のアプローチを最適化していきたい”

求職者接点の拡大・
最適化

マッチング/レコメンド/

選考判断等の高度化
“データの整備・蓄積や外部ツールの検証等を進め、他社
に先んじてマッチングにおけるテクノロジー活用進めたい”

“現状は行動履歴等をもとにした簡易なレコメンドだが、より
求職者個々人に合わせて情報提供等を最適化する機能の
開発/強化を進めたい”

“入社後データとの連携・活用を進め、入社後の定着・活躍
をより精度高く判断できるようにしていきたい”

―
• 入社/配属後のパフォーマンス予測を活用した面接
官の判断の補助（ごく一部の企業のみ）

• 各種外部サービスを組みあわせた
潜在層を含む求職者へのアプローチ

• 検索機能等を活用したマッチング業務の効率化
• 自社/外部ツールを活用したマッチングの
質・スピードの向上（一部の企業のみ）

凡例
テクノロジー/

外部ツール
を活用

人が
対応

関与が
薄い



業界に対する各社の課題認識・今後への期待 まとめ
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業界の変化やテクノロジーの発展に合わせて、必要なルールやガイドライン等を適宜整備していくことが望ましいという
主旨の意見を多くいただいた。

Ⅱ.調査結果サマリ

5

先進企業へのヒアリング結果より（P.79-85に詳細記載）

前提となる業界の変化 業界に対する各社の課題認識・今後への期待まとめ

今後への期待業界課題

求職者情報の活用方法の拡大 ＞

業界全体として求職者利益保護のためのリテラシーや守
るべき法律に関する意識が高まっていくことを期待する

必要な対応事項に関して曖昧な表現が回避されること、
そして各社が定められた内容を遵守することを期待する

求職者に不利益をもたらすような形でのテクノロジー活用
が行われると、仮にそれが一部であっても、業界全体の
健全な発展が阻害される可能性がある

雇用仲介に関する法律・ルールの運用が徹底されないと、
求職者保護の観点でのリスクや事業者間の不公平が生
じる可能性がある

＞

＞

テクノロジー発展に伴う
雇用仲介サービスの多様化

マッチング選考/等の意思決定に
関わるテクノロジー活用の拡大

＞

法律・ルールの解釈に迷いが生じるポイントについては、
改めてガイドライン等の情報発信がなされることを期待す
る

業界の発展に合わせて、複数のサービス間連携の効率
化や連携に伴うリスクへの対応が進むことを期待する

募集情報等提供事業で、事業形態によっては、法律・
ルールの解釈に迷うケースが生じている
（職業紹介事業の許可を得ていないスカウト型サービス提供事業者が、企
業の採用サポートとして実施できる範囲等）

複数の雇用仲介サービスを併用するようになる中で、
データ連携や管理の負荷が高まっている
（フォーマットが異なるため非効率が生じる/重複応募の管理が煩雑になり支
払い漏れのリスクが生じる等）

業界の発展に合わせて、テクノロジー活用に関わるガイド
ライン等の整備が進むことを期待する
（その際、求職者保護と業界の発展/効率化とのバランス
への配慮がなされることにも合わせて期待する）

今後、雇用仲介における意思決定にテクノロジーが及ぼ
す影響が強まるにつれ、求職者/個人情報保護の観点で
のリスク・問題も大きくなることが想定される

＞

＞

＞

＞

業界全体のリテラシー向上
（P.84）

法律・ルールの運用徹底
（P.85）

4

5

新事業形態で
迷いがちなポイント
に関する情報発信

（P.81）

複数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応
（P.82）

高度テクノロジー活用を
想定した段階的
ガイドライン整備

（P.83）

1

2

3



Ⅲ.調査結果詳細

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い
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雇用仲介に関わる事業者の概況
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a.職業紹介事業とb.募集情報等提供事業の双方を運営する事業者が一定程度存在している。
b.募集情報等提供事業者の中では、通常の求人メディアに加え、人材データベースを提供する事業者が多くなっており、
それらのサービスを活用するc.求人者は、マッチング/レコメンド機能よりも登録者の質・数を重視している。

1

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜1.雇用仲介に関わる事業者の概況

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
で

得
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

人材データベースやアグリゲーターの存在
感が増している

“募集情報等提供事業では人材DB機能を
提供する事業者が増えている”
“人材DBやアグリゲーターの存在感が増
し、求職者確保のあり方が変化している”

求人者は、登録者の質・数を重視している

“人材DB等を使う際は、可能性のある人材
にできるだけ広くアプローチすることが重要
なのでレコメンド機能の精度等は重視して
いない。募集ポジション別にレコメンドがさ
れるのであれば、活用するかもしれない”

a.職業紹介事業者*¹ b.募集情報等提供事業者*² c.求人者*³

10%

1%

職業紹介事業

募集受託事業

職業紹介事業・
募集受託事業の両方

89%

18%

SNS型サービス

人材データベース

求人メディア 42%

アグリゲーター

口コミサイト

その他

3%

2%

1%

21%

口コミサイト

アグリゲーター

その他

7%

求人メディア

人材データベース 26%

SNS型サービス

92%

3%

2%

3%

職業紹介事業

募集受託事業

3%

8%

行なっていない

その他

44%

49%

43%

人材データベース

口コミサイト

職業紹介事業者・
募集受託事業者

求人メディア

アグリゲーター

SNS型サービス

ハローワーク

67%

17%

3%

2%

0%

35%

データ入力・管理等の効率性

登録求職者の属性・質

閲覧数・プレゼンス

登録求職者数

68%

情報管理・活用プロセスの
安全性・透明性

検索機能の充実

マッチング・レコメンド機能の充実

54%

50%

38%

36%

29%

29%

a
 

以
外
の
事
業

b

以
外
の
事
業

行
っ
て
い
るa

 

事
業

行
っ
て
い
るb

事
業

活
用
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
選
定
時
に

重
視
す
る
こ
と

自社のb事業の各機能をa事業内でも活用
するケースが増えている

“募集情報等提供事業も運営しており、レ
コメンド機能や、人材DB機能を職業紹介
事業内でも活用している”

*1 「Q.職業紹介事業や募集受託事業を行っていますか。当てはまるものを選択してください。」 「Q.職業紹介事業・募集受託事業のほかに、自社で実施している雇用仲介サービスがあれば、当てはまるものを選択してください。 （複数選択可） 」
*2 「Q.募集情報等提供事業を行っていますか。当てはまるものを選択してください。」「Q.どのような募集情報等提供事業を行っていますか。事業内容として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
*3 「Q.職業紹介事業者、募集情報等提供事業者の活用状況として当てはまるものを選択してください。」「Q.職業紹介事業者、募集情報等提供事業者を選定するにあたって、以下のことをどの程度重視していますか。」（ともに複数選択可）
a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138



18%

28%
33%

19%
100人未満

10,000～100,000人未満

1,000～10,000人未満

100～1,000人未満

100,000～1,000,000人未満

1,000,000人以上

無回答

25%
46%

7%

5%

11%

10,000～100,000人未満

1,000～10,000人未満

無回答

100,000～1,000,000人未満

1,000人未満

1,000,000人以上
59%

20%
6%

12%

回答を控える

10人未満

10～100人未満

100～500人未満

500人以上

18%

48%

15%

17%

3%

50社未満

50～100社未満

100～1,000社未満

1,000～10,000社未満

無回答

10,000社以上

23%

52%

12% 11%

21%

44%

21%
11% 無回答

10,000社以上

100社未満

1,000～10,000社未満

100～1,000社未満

10人未満

回答を控える

10～100人未満

100～500人未満

500人以上

（参考）テクノロジー活用の進展度および事業規模の分布
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テクノロジー活用がやや進んでいる/進んでいると回答した事業者は全体の15-20%程度となっている。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

取
引
企
業
数

取
引
企
業
数

採
用
人
数
：
新
卒

登
録
求
職
者
者
数

登
録
求
職
者
者
数

採
用
人
数
：
中
途

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の

進
展
度
の
認
識*¹

規
模*²

17%

38%

21%

4%

14% 43%

31%

7%

13%

3%

35%20%

26%

4%

13%

やや進んでいる

無回答

やや進んでいない

進んでいない

どちらとも言えない

進んでいる

どちらとも言えない

無回答

進んでいない

やや進んでいない

やや進んでいる

進んでいる

無回答

進んでいる

やや進んでいない

進んでいない

どちらとも言えない

やや進んでいる

Ⅲ.調査結果詳細｜1.雇用仲介に関わる事業者の概況

*1 「Q.採用に関する自社のテクノロジー活用は進んでいると感じますか。当てはまるものを選択してください。 」 a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

*2 a.職業紹介事業者およびb.募集情報等提供事業者：「Q. 2022年9月1日時点の職業紹介事業・募集受託事業における取引企業数/登録者数をお答えください。」 a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61

c.求人者： 「Q. 2022年9月1日時点の職業紹介事業・募集受託事業における取引企業数/登録者数をお答えください。/前年度の年間の新卒/中途採用人数をお答えください。 」c.求人者:n=138



（参考）事業概要とテクノロジー活用進展度の関係
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特にb.募集情報等提供事業者は、事業規模が大きいほどテクノロジー活用が進んでいる。
c.求人者は、業種によって傾向に差があり、「情報通信業」は活用が進んでいる一方、「医療、福祉」は進んでいない。

取
引
企
業
数

登
録
者
数

12%

24%

23%

32%

50%

39%

39%

16%

13%

26%

40%

45%

15%

3%

50社未満

50～
100社未満

1,000社以上

7%

6%

100～
1,000社未満

無回答 どちらとも言えない進んでいない やや進んでいない やや進んでいる 進んでいる

26%

17%

23%

25%

36%

43%

50%

21%

10%

17%

13%

54%

20%

14%

0%100人未満

5%

4%
100～

1,000人未満

1,000～
10,000人未満

7% 7%10,000人以上

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

事
業
規
模
と
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
進
展
度
の
関
係*¹

20%

36%

39%

40%

50%

11% 50%

27%

1,000人未満

1,000～
10,000人未満

10,000人以上

7% 7%

7% 7%

4%

30%

31%

44%

50%

15%

69%

26%

15%1,000社以上

100～
1,000社未満

0%100社未満

5%

4%

30%

13%

20%

21%

21%

30%

35%

33%

30%

43%

39%

40%

20%

22%

10%

24%

26%

39%

40%

29%

15%

7%卸売業、小売業

回答全体

医療、福祉

製造業

公務

情報通信業

業
種
と
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
進
展
度
の
関
係*²

事業規模が大きい方がテクノロジー活用は進めやすい

“事業規模が大きい方が、取扱うデータ量が多いためデータによる学習・モデル構築等を行いやすい”
“事業規模が大きい方が、テクノロジーへの投資を回収しやすいため、テクノロジー活用を進めやすい”

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
で

得
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

業種によってテクノロジー活用の傾向やリテラシーに差がある

“病院や介護施設は、人事面の体制や仕組みが整備されてい
ない傾向があり、求人等の情報の定型化に課題がある”
“業界によりデジタルのリテラシーや人材レベルが異なる”
“求められるスキル・経験等を定型化しやすいエンジニア等は
テクノロジー活用を行いやすい”

Ⅲ.調査結果詳細｜1.雇用仲介に関わる事業者の概況

*1 a.職業紹介事業者およびb.募集情報等提供事業者：「Q. 2022年9月1日時点の職業紹介事業・募集受託事業における取引企業数/登録者数をお答えください。」
- a.職業紹介事業者（取引企業数） 50社未満：n=25,50~100社未満:n=22,100~1,000社未満:n=72,1,000社以上:n=31 （登録者数） 100人未満:n=28,100~1,000人未満:n=50,1,000~10,000人未満:n=42,10,000人以上:n=30

- b.募集情報等提供事業者： （取引企業数） 100社未満:n=13,100~1,000社未満:n=27,1,000社以上:n=20 （登録者数） 1,000人未満:n=28,1,000~10,000人未満:n=15,10,000人以上:n=14

*2 c.求人者はn=10以上の業種を抜粋。「Q.主な事業内容として当てはまるものを選択してください。」 医療、福祉:n=18,公務:n=10,卸売業、小売業:n=14,製造業:n=33,情報通信業:n=10



Ⅲ.調査結果詳細

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

先進的な企業のテクノロジー活用事例

2

3

4

業界に対する各社の課題認識・今後への期待5

ア
ン
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査

ヒ
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ン
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調
査

雇用仲介に関わる事業者の概況1
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テクノロジー活用によって得られている効果はプロセスの効率化が中心となっており、各プロセスでアルゴリズム等を用
いた高度なテクノロジー活用をしている事業者は1-2割程度と少ない。また、a.職業紹介事業者は自社システム/外部
サービス双方、b.募集情報等提供事業者は自社システム、c.求人者は外部サービスを活用する傾向がある。

◼ 各プロセスで手動/目視対応が多く、高度な活用
をしている事業者は一部に限られる

◼ 総じて、自社/外部双方を活用する傾向がある

＞

◼ 高度な活用をしている事業者は一部に限られる
が、a,cと比較すると取り組みが進んでいる

◼ 総じて、自社システムを活用する傾向がある

＞

◼ 各プロセスで手動/目視対応が多く、高度な活用
をしている事業者は一部に限られる

◼ 総じて、外部サービスを活用する傾向がある

＞
b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

事業形態によらず、テクノロジー活用によって「求人企業開拓・求職者確保・情報の入力・管理の効率化」で効果を得ている事業者が多い（4-5割程度）
一方で、「情報の検証の効率化」や「情報の活用（マッチング/レコメンド/選考の質・スピードの向上等）」で効果を得ている事業者は少ない（2-3割程度）

➢ 外部-自社連携が中心➢ 外部-自社連携/外部-外部連携の双方実施 ➢ 外部-自社連携/外部-外部連携の双方実施

事業形態によらず手動入力が最も多く（7-9割程度）、アカウントの自動連携は一部に留まる（1-2割程度） ※事業形態により自社/外部活用の傾向には差異

➢ 自社システムが中心➢ 自社システム/外部サービスの双方 ➢ Excel等/外部サービスが中心

a.職業紹介事業者は自社/外部、b.募集情報等提供事業者は自社でシステム化を進めているのに対し、c.求人者はExcel（＋外部サービス）による管理が多い

➢ 自社アルゴリズムが中心➢ 自社アルゴリズム/外部サービスの双方 ➢ 外部サービスが中心

事業形態によらず手動・目視検証が多く（8-10割程度）、自社アルゴリズム/外部サービス等の活用は一部に留まる（1-2割程度） ※事業形態により自社/外部活用の傾向には差異

＜レコメンドの方法＞
➢ 担当者判断 ：33%

➢ 検索機能の活用 ：30%

➢ 自社アルゴリズム ：18%

➢ 外部サービス活用 ：10%

＜マッチングの方法＞
➢ 担当者判断 ：97%

➢ 検索機能の活用 ：41%

➢ 自社アルゴリズム ：11%

➢ 外部サービス活用 ： 6%

＜選考の方法＞
➢ 担当者判断 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ93% / 面接85%

➢ 検索機能の活用 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ13% / 面接 5%

➢ 自社アルゴリズム ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 5% / 面接 2%

➢ 外部サービス活用 ：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ14% / 面接 4%

a.職業紹介事業者、c.求人者は担当者判断（＋検索機能の活用）中心であるのに対し、b.募集情報等提供事業者では相対的に自社アルゴリズムの活用が進んでいる
ただし、a.職業紹介事業者の自社アルゴリズム/c.求人者のスクリーニング時の外部サービス活用も一定程度で実施されている

プ
ロ
セ
ス

得られている効果

（P.33）

情報の入力*

（P.34）

1

2

情報の管理

（P.35）

情報の検証*

（P.36）

情報の活用

（P.37）

2 凡例
実施されている/実施されていない/自社/外部活用の傾向

* b.募集情報等提供事業者は求職者情報を必要としないケースもあるため、数値は求人情報の入力/検証の結果をもとに記載。
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組織体制・取り組みでは、事業形態によらず「セキュリティ構築」等が進む一方、「データ基盤構築」に課題感があり、特
にc.求人者は取り組みが遅れている。また、自社システムも活用する傾向があるa.職業紹介事業者、b.募集情報等提供
事業者は「専門人材の獲得」に課題感があるのに対し、外部ツールを活用する傾向があるc.求人者は「サービス・ツール
の導入」に課題感がある。

b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

前頁のとおり自社/外部双方を活用する傾向がある
こともあり、「データ基盤構築」に加えて「専門人材の
獲得」が強化ポイントとなっている

＞

前頁のとおり自社システムを活用する傾向があるこ
ともあり、「データ基盤構築」に加えて「専門人材の獲
得」が強化ポイントとなっている

＞

前頁のとおり外部ツールを活用する傾向があること
もあり、 「データ基盤構築」に加えて「サービス・ツー
ル等の導入」が強化ポイントとなっている

＞

事業形態によらず「セキュリティ構築」が最も進んでおり（5-6割程度）、次いで「データ基盤構築」「専門組織の設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツール等の
導入」等が続いている。ただし、事業形態によって取り組み状況や今後の課題・強化ポイントに差異がある

➢ a,cと比較して全体的に取り組みが進んでいる➢ b,cと比較して「専門組織の設置」が遅れている ➢ a,bと比較して「データ基盤構築」が遅れている

事業形態による大きな差異はなく、いずれのリスクについても、「貴社には当てはまらない問題である」とした企業以外はほとんどが「自社で対応を実施」と回答している。
そのなかにあって、特に個人情報保護に関わるリスク対応を行う企業は多くなっている
※「情報活用精度の担保」「情報活用時の説明責任の担保」に関わるリスク対応は、マッチング/レコメンド/選考でアルゴリズム等を活用していない企業が多いこともあり「自社に当てはまらない問題」の回答割合が大きい

事業形態によらず5-6割程度が「求人等に関する情報の的確な表示の義務化」、「個人情報収集に際しての、求職者への業務の目的の明示の強化」への対応を完了
※b.募集情報等提供事業者の「”特定募集情報等提供事業者”の届出制度化」については、対象事業者が限られることや、調査実施時期が早かった影響により、他項目に比べて対応が完了している割合は小さかった

➢ 「データ基盤構築」「専門人材獲得」に課題を感じ
ている事業者が多い

➢ 「データ基盤構築」「専門人材獲得」に課題を感じ
ている事業者が多い

➢ 「データ基盤構築」 「サービス・ツール等の導入」
に課題を感じている事業者が多い

組織体制・取り組み
（P.38）

3

リスクへの対応
（P.40）

法改正対応
（P.41）

4

5

今後の課題・強化ポイント
（P.39）

凡例
実施されている/実施されていない/自社/外部活用の傾向
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事業形態によらず、「求人企業開拓・求職者確保・入力・管理」の効率化に関わる領域で効果を得ている事業者が多い
一方で、「検証」や「マッチング/レコメンド/選考」の領域で効果を得ている事業者は相対的に少ない。ただし、「マッチング/

レコメンド/選考」の領域では、 事業形態によらず今後強化したいこと/期待することの回答比率が得られている効果を上
回っており、今後、取り組みが広がっていくことが想定される。

❶得られている効果

取り扱う求人企業を開拓する
一連のプロセスの効率化

27%

求職者を呼び込み確保する
一連のプロセスの効率化

取得した情報の管理の効率化

求職者/求人企業に提供するマッチング/

スクリーニング/選考精度の向上

29%

情報取得・入力作業の効率化

取得した情報の検証の効率化

条件に合致した求職者/求人企業の
絞り込みの質・スピードの向上

44%

マッチング/選考機会に繋がる
情報提供の質・スピードの向上

求職者/求人企業に提供する有用な
サービス・情報等の拡充

求職者へのアプローチや
コミュニケーションの質の改善

28%

その他

40%
46%

35%
41%

51%

40%

55%
44%

21%
38%

40%

33%

42%

16%

6%
4%

30%

48%

13%

46%
31%

46%

43%

44%

28%

41%

26%
26%

23%
30%

25%
39%

21%

11%

22%

35%

30%

28%
54%

48%
43%

46%
29%

19%

33%

17%

25%
25%

9%
2%

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.テクノロジー活用によって得られている効果として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
*2 「Q.テクノロジーを活用して、今後さらに強化したいこと/新たに取り組みたいことして当てはまるものを選択してください。
*3 今後、職業紹介事業者、募集情報等提供事業者を利用する際に特に期待することとして、当てはまるものを選択してください。 （複数選択可） 」
a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

得られている効果*1

今後強化したいこと（a,b）*2

今後a,bに期待すること（c）*3

求
人
企
業
開
拓
・
求
職
者

確
保
・
入
力
・
管
理

マ
ッ
チ
ン
グ
／

レ
コ
メ
ン
ド
／
選
考

そ
の
他

検
証

（対象外）

（対象外）

（対象外）

（対象外）

（対象外）

得
ら
れ
て
い
る
効
果
・
今
後
強
化
し
た
い
こ
と
／
期
待
す
る
こ
と

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

（対象外）
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事業形態によらず手動入力が最も多くなっており、アカウントの連携等を実施している事業者は15-20%程度と少ない。
また、b.募集情報等提供事業者は外部サービス-自社システムの連携が多く、a.職業紹介事業者/c.求人者は外部サー
ビス-自社システムの連携と、外部サービス間の連携の双方が実施されている傾向がある。

❷プロセス｜情報の入力

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

求
職
者
情
報

その他

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

自社の担当者による手動入力

求人企業（cは情報提供先）の担当者
による手動入力

9%

求人企業の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

90%

23%

25%

4%

8%

2%

自社の担当者による手動入力 91%

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

30%求職者による手動入力

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

その他 1%

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

15%

8%

9%

72%

3%

7%

34%

2%

16%

15%

8%

38%

0%

57%

0%

5%

25%

86%

1%

36%

14%

13%

70%

13%

33%

1%

33%

20%

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.求人情報/求職者情報取得時のデータ入力方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

求
人
情
報

（対象外）
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情報の入力と同様、b.募集情報等提供事業者では自社内システムによる管理が多く、a.職業紹介事業者では自社内シ
ステム/外部サービスによる管理の双方が実施されている傾向がある。また、c.求人者ではExcel等による管理と外部
サービスによる管理が多く実施されている。

❷プロセス｜情報の管理

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

求
職
者
情
報

その他

Excel等のデータベース
による一元管理

52%

データベースとして
管理されていない

外部サービスの
データベースによる管理

自社内システムの
データベースによる管理

2%

25%

40%

1%

Excel等のデータベース
による一元管理

40%

30%

その他

自社内システムの
データベースによる管理

データベースとして
管理されていない

外部サービスの
データベースによる管理

50%

1%

2%

18%

16%

72%

8%

0%

2%

15%

54%

16%

5%

14%

62%

39%

19%

1%

5%

67%

0%

43%

1%

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.取得した求人情報/求職者情報の管理方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

求
人
情
報



❷プロセス｜情報の検証
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事業形態によらず、手動・目視による検証が最も多くなっており、自社/外部のアルゴリズム/ツール等を用いた検証を
行っている事業者は10-20%程度と少ない。また、情報の管理と同様、a.職業紹介事業者は自社/外部の双方、b.募集情
報等提供事業者は自社システム、c.求人者は外部サービスを用いる傾向がある。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

96%手動・目視による検証

検証は実施していない

Excelの関数・フィルタ等
を用いた検証

7%

自社のプログラム・アルゴリズム等
を用いた検証

外部サービス・ツール等を
用いた検証

16%

90%

93%

9%

18%
11%

9%

7%

13%

9%

1%
1%
3%

異常値の検出 バイアスを助長する表現の検出 不適切な結果の偏り等の検出

求
人
情
報
の
検
証

求
職
者
情
報
の
検
証

90%

3%

92%

2%

5%

10%

87%

13%

23%

7%

5%

2%

0%
2%

10%

13%

12%

29%

14%

6%

0%

88%

17%

80%

1%

手動・目視による検証

16%Excelの関数・フィルタ等
を用いた検証

自社のプログラム・アルゴリズム等
を用いた検証

95%

外部サービス・ツール等を
用いた検証

検証は実施していない

95%

13%

15%
11%

9%
8%

1%
5%

62%
62%

3%
8%

5%
11%

2%
3%

11%
18%

20%

85%
83%

1%

25%

1%

14%
12%

5%
9%

bは事業形態によっては、求職
者情報の検証自体が必要ない

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.取得した求人情報/求職者情報に対して自社で行う検証方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 a.職業紹介事業者:n=151 , b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138



❷プロセス｜情報の活用
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a.職業紹介事業者/c.求人者におけるマッチング/選考は担当者の判断（＋検索機能の活用）が中心だが、aの自社アル
ゴリズム活用やcのスクリーニング時の外部ツール活用が広がりつつあるものと見受けられる。また、b.募集情報等提供
事業者では、a,cと比較すると自社アルゴリズムの活用が進んでいる。

提供していない

自社の担当者の判断による
マッチング/レコメンド/選考

外部のツールやサービスを活用した
マッチング/レコメンド/選考

データベースでの検索機能
によるマッチング/レコメンド/選考

自社のアルゴリズムを用いた
マッチング/レコメンド/選考

その他

41%

97%

11%

6%

1%

10%

34%

33%

3%

30%

18%

14%

93%

2%

5%

13% 5%

86%

2%

4%

2%

面接開始前のスクリーニング 面接開始後の選考判断

a.職業紹介事業者*1 b.募集情報等提供事業者*2 c.求人者*3

求
職
者
／
求
人
情
報
の
活
用
方
法

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

◼ 担当者の判断が中心
◼ 検索機能の活用は広がっている
◼ 自社のアルゴリズムを活用したマッチング
も広がりつつある

◼ 担当者の判断が中心
◼ スクリーニング段階では、検索機能の活用に加え外部ツールを活用が広がりつつある
一方で、面接開始後のテクノロジー活用は限定的

◼ 担当者の判断によるレコメンド、検索機能
を活用したレコメンドは1/3程度

◼ レコメンド機能が無い事業者も1/3程度
◼ a,cと比較してアルゴリズム活用が比較的
進んでいる

＞ ＞ ＞

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.求人情報/求職者情報をもとに実施しているマッチング・提案の方法について、当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 a.職業紹介事業者:n=151 

*2 「Q.収集した求人情報/求職者情報をもとにどのような方法でレコメンド機能を提供していますか。当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 b.募集情報等提供事業者:n=61

*3 「Q.採用・選考のために取得した求職者情報の活用範囲・活用方法に関して、当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 c.求人者:n=138

（対象外）（対象外）（対象外）



（対象外）

❸組織体制・取り組み（1/2）

38

事業形態によらず「セキュリティ構築」が進んでいる。さらに「データ基盤構築」「専門組織・担当者の設置」「ルール・ガイ
ドライン策定」「適切なサービス・ツール等の導入」等が続くが、a.職業紹介事業者では「専門組織・担当者の設置」 がや
や遅れており、c.求人者では「データ基盤構築」が遅れている。

28%

テクノロジー活用に
関する社内ルール・ガイドラインが定められている

12%

データを保護するためのセキュリティが構築されている

10%

テクノロジー活用のためのデータ基盤が構築されている

テクノロジー活用を推進する専門組織・担当者を設置している

11%

テクノロジー活用のための
適切なサービス・ツール等が導入されている

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

テクノロジー活用を推進する専門人材の獲得を進めている

テクノロジー活用の推進に向けた研修等の訓練を実施している

11%

テクノロジー活用における業務をアウトソース化している

求職者や求人企業のためのテクノロジー活用に関する
相談窓口の設置・説明体制の構築等を実施している

10%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの継承ができている

その他

68%

35%

27%

19%

14%

11%

39%

62%

38%

23%

28%

31%

20%

18%

13%

15%

7%

18%

9%

19%

17%

8%

54%

17%

40%

25%

16%

17%

11%

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者:n=151 , b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

組
織
体
制
・
取
り
組
み



* 「Q.テクノロジー活用を進める上で、特に課題を感じているポイント/強化すべきだと感じているポイントとして当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者:n=151 , b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

❸組織体制・取り組み（2/2）

39

課題・今後強化すべきポイントをみると、事業形態によらず「データ基盤構築」の回答割合が大きい。また、a.職業紹介
事業者とb.募集情報等提供事業者は「専門人材の獲得」に課題感があるのに対し、c.求人者は「適切なサービス・ツー
ル等の導入」に課題感がある。

テクノロジー活用における業務をアウトソース化している

テクノロジー活用の推進に向けた研修等の訓練を実施している

14%

テクノロジー活用を推進する専門組織・担当者を設置している

31%データを保護するためのセキュリティが構築されている

13%

テクノロジー活用を推進する専門人材の獲得を進めている

テクノロジー活用のためのデータ基盤が構築されている

23%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの継承ができている

テクノロジー活用のための
適切なサービス・ツール等が導入されている

テクノロジー活用に
関する社内ルール・ガイドラインが定められている

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

求職者や求人企業のためのテクノロジー活用に関する
相談窓口の設置・説明体制の構築等を実施している

その他

42%

34%

26%

31%

42%

19%

31%

5%

39%

28%

39%

25%

25%

21%

21%

21%

10%

25%

13%

15%

29%

42%

17%

19%

27%

17%

20%

43%

22%

12%

4%

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

組
織
体
制
・
取
り
組
み

（対象外）
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事業形態による大きな差異はなく、自社にとって問題とする企業（「貴社には当てはまらない問題である」とした企業以
外）は、いずれのリスクについてもほとんどが「自社で対応を実施」と回答している。そのなかにあって、特に個人情報保
護に関わるリスク対応を行う企業は多くなっている。
（「情報活用精度の担保」「説明責任の担保」の項目は、P.37の情報の活用の実施度合いによってリスク対応の要否自体が変化する点には留意が必要。）

❹ リスクへの対応

50%

46%

52%

40%

42%

39%

34%

32%

38%

41%

37%

49%

42%

45%

53%

55%

情報取得元の多様化に伴う情報の質の低下

本人同意のない個人情報の取得

本人同意のない個人情報の活用

採用に活用すべきでない情報の取得・活用

求職者に不利益が生じるスコアリングの実施

マッチング/レコメンド/選考のプロセスやアルゴリズム、
レコメンドの理由等を説明することが困難になること

マッチング/レコメンド/選考精度向上に
繋がらない分析の実施・活用

マッチング/レコメンド/選考時の意図しないバイアスの発生

外部サービス内での個人情報取得・活用プロセス・
管理状況等の説明が困難になること（ブラックボックス化）

外部サービスを活用した選考プロセスやアルゴリズム、
選定理由等の説明が困難になること（ブラックボックス化）

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

自社で対応策を実施している

対応策の検討・実施はしていない

対応策を検討している（未実施）

外部業者を活用し、対応策を実施している

問題があるとは考えていない

貴社には当てはまらない問題である

無回答

35%

33%

31%

20%

26%

20%

17%

19%

21%

25%

30%

40%

32%

35%

41%

37%

35%

35%

35%

35%

36%

34%

35%

34%

45%

43%

47%

33%

29%

26%

33%

26%

27%

9%

9%

9%

9%

9%

35%

39%

39%

38%

49%

51%

45%

48%

51%7%

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用拡大に伴い想定される以下の各問題に対する貴社の対応状況として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者:n=151 , b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

（対象外）

リ
ス
ク
へ
の
対
応
状
況

情
報
活
用
精
度
の
担
保

説
明
責
任
の
担
保

（対象外）

（対象外） （対象外）

個
人
情
報
保
護

（対象外）
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事業形態によって法改正への対応状況は大きく変わらず、調査実施時点で半数程度が法改正への対応を完了しいてた。
（ただし、任意回答である本調査では、対応度合いが実態よりも高く表れている可能性がある点には留意が必要。）

❺法改正対応

55%

62%

31%

26%

11%
求人等に関する情報の
的確な表示の義務化*1

10%

個人情報収集に際しての、
求職者への業務の
目的の明示の強化*2

”特定募集情報等提供事業者”
の届出制度化*3

法
改
正
へ
の
対
応
状
況

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

51%

52%

38%

21%

20%

21%

13%

20%

11%

16%

10%

49%

52%

24%

23%

17%

17%

既に対応は完了している 法改正内容を把握しており、今後対応予定現在対応を進めている 法改正の適用対象外である対応の予定はない 無回答

（対象外）（対象外）

Ⅲ.調査結果詳細｜2.雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

届け出期間2022（令和４）年10月1日～12月31日に対し、
調査実施が10月～12月1日だったため、他項目よりも対
応が完了している割合が低くなっているものと想定

プロセス
得られてい
る効果

情報の入力 情報の検証 情報の活用情報の管理

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q. 2022年10月1日より「求人等に関する情報の的確な表示の義務化」が求められますが、貴社の準備状況として当てはまるものを選択してください。」
*2 「Q. 2022年10月1日より個人情報の取扱いに関するルールが新しくなり、個人情報を収集する際には、求職者が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体的に、業務の目的を明らかにすることが求められますが、貴社の準備状況として当てはまる
ものを選択してください。」
*3 「Q. 2022年10月1日より、募集情報等提供事業者のうち求職者に関する情報を収集する”特定募集情報等提供事業者”に届出制が導入されますが、貴社の準備状況として当てはまるものを選択してください。」 （bのみ）
a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138



Ⅲ.調査結果詳細

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

先進的な企業のテクノロジー活用事例

2

3

4

業界に対する各社の課題認識・今後への期待5

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

雇用仲介に関わる事業者の概況1



Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

得られている効果
（P.45-47）

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い まとめ（1/2）
テクノロジー活用の進展に合わせて、まずは「情報の取得・入力/管理の効率化」、続いて「情報の検証の効率化」「情報
の活用（マッチング/レコメンド/選考の質・スピードの向上等）」が進む傾向があり、特にb.募集情報等提供事業者ではそ
の傾向が強い。「求職者確保/求人企業開拓の効率化」の進み方や自社/外部活用の傾向は、事業形態により異なる。

◼ 総じて、自社/外部双方を活用する傾向がある
◼ ただし、テクノロジー活用が進むと、自社アルゴリ
ズムを用いたマッチングが増える傾向がある

＞

◼ 総じて、自社システムを活用する傾向がある
◼ テクノロジーが進むと検証・レコメンド領域に活用
が広がる傾向があり、a,c以上にその傾向が顕著

＞

◼ 総じて、外部サービスを活用する傾向がある
◼ ただし、テクノロジー活用が進むと、自社アルゴリ
ズムを用いたスクリーニング/選考も増える

＞
b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むに従い「情報の取得・入力/管理の効率化」の領域、さらには「情報の検証の効率化」「「情報の活用（マッチング/レコメンド/選
考の質・スピードの向上等）」の領域で効果を得る事業者が増える傾向がある。

「求職者確保/求人企業開拓の効率化」もテクノロジー活用が進むに従い効果を得る事業者が増える傾向はあるが、事業形態によって活用の進み方に差異がある

➢ 自社システムが中心➢ 自社システム/外部サービスの双方 ➢ 外部サービスが中心

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むほど、情報の入力・連携の自動化や、Excel以外の自社/外部のデータベースによる管理を実施している
なお、a.職業紹介事業者は自社/外部、b.募集情報等提供事業者は自社でシステム化を進めているのに対し、c.求人者は外部サービス活用が多い

事業形態によらず、テクノロジー活用が進むほど、手動・目視以外の検証を実施している

＜レコメンドの方法＞
➢ 担当者判断 ：43%→40%

➢ 検索機能の活用 ： 4%→70%

➢ 自社アルゴリズム ： 4%→50%

➢ 外部サービス活用 ： 4%→20%

＜マッチングの方法＞
➢ 担当者判断 ：98%→100%

➢ 検索機能の活用 ：35%→  45%

➢ 自社アルゴリズム ： 2%→  24%

➢ 外部サービス活用 ： 4%→    3%

＜選考の方法 （スクリーニング/ 面接開始後の選考）＞
➢ 担当者判断 ：95%→96% / 89%→75%

➢ 検索機能の活用 ：10%→17% /   3%→  8%

➢ 自社アルゴリズム ： 2%→13% /   0%→  8%

➢ 外部サービス活用 ： 8%→17% /   2%→  8%

テクノロジー活用が進むほど、検索機能やアルゴリズムを用いたマッチング・レコメンド・選考を実施しており、b.募集情報等提供事業者はその傾向が顕著である
※以下、進んでいない群→進んでいる群の比較

なお、情報の活用では「パーソナリティ等含む求職者の適性」よりも「業務内容・スキル要件」や「求職者の就業ニーズ」を用いた取り組みで効果が得られている

プ
ロ
セ
ス

1

2

3
凡例
• 実施されている/実施されていない
• 自社/外部活用の傾向

情報の入力・管理
（P.48-50）

情報の検証 （P.51）

情報の活用
（P.52-53）

43



Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い まとめ（2/2）

44

テクノロジー活用の進展に合わせて、 「データ基盤構築」「専門組織の設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツー
ル等の導入」「専門人材獲得」等が進む傾向があるが、事業形態および自社主導/外部活用の方向性によって傾向に差
異がある。また、事業形態によらずの進展に合わせて、リスク対応・法改正対応が進む傾向がある。

◼ テクノロジー活用が進むに従い「データ基盤構築」
が進むが「専門人材獲得」は進まない傾向がある

◼ 自社主導/外部活用中心で傾向が異なる

◼ テクノロジー活用が進むに従い「専門人材獲得」
が含め全般的に取り組みが進むが、「専門人材
獲得」はさらなる強化が必要とされる傾向がある

◼ 「データ基盤構築」は進みにくい
◼ 自社主導/外部活用中心で傾向が異なり、自社主
導の方が全般的に取り組みが進む傾向がある

b.募集情報等提供事業者a.職業紹介事業者 c.求人者

組織体制・取り組み
（P.54-56）

3
事業形態によらず、「セキュリティ構築」はテクノロジー活用が進んでいない事業者でも実施されており、テクノロジー活用が進むに従い「データ基盤構築」「専門組織の
設置」「ルール・ガイドライン策定」「サービス・ツール等の導入」「専門人材獲得」等が進む傾向がある

ただし、事業形態や自社主導/外部活用の方向性によって傾向に差異があり、それぞれテクノロジー活用が進んでいる群では以下の傾向がある
※括弧内数値は、進んでいない群→進んでいる群の比較

➢ 「データ基盤構築（16%→70%） 」が進む
➢ 「専門人材獲得（13%→15%） 」は進まない

➢ 「サービス・ツール等の導入（6%→33%）」「専門
人材獲得（14→33%）」 等が緩やかに進む

➢ 「データ基盤構築」はa,bでは進むが、cでは進ま
ない（a：16%→70%/b：4%→90%/c：6→29%）

＞ ＞ ＞

リスクへの対応
（P. 59）

事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方がリスク対応全般が進む傾向がある（進んでいない群1-5割に対し、進んでいる群4-9割）
特にb.募集情報等提供事業者は進展度に応じた差異が大きい一方、c.求人者は小さかった

法改正対応
（P.60）

事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が法改正対応全般が進む傾向がある（進んでいない群3-5割に対し、進んでいる群6-7割）

4

5

➢ a,cと比較して全体的に取り組みが進み、特に
「データ基盤構築（4%→90%）」「サービス・ツー
ル等の導入（4%→80%）」「専門人材獲得
（0%→70%）」は大きく進展する

➢ 「データ基盤構築」は自社主導以上に進み、
「サービス・ツールの導入」も比較的進む一方、
「専門人材獲得」に課題

➢ 自社主導と比較すると全体的に取り組みは進ま
ず、特に「データ基盤構築*」「サービスツール・
ツールの導入」に課題

外部活用中心の
事業者の傾向
（P.57-58）

➢ 「訓練の実施」が進む一方、 「サービス・ツールの
導入」に課題

➢ 「サービス・ツールの導入」が進み、社内体制効
果に関わる取り組み（「専門組織の設置」「社内
ルール・ガイドライン整備」 「訓練の実施」「スキ
ル・ノウハウの継承」等）も全体的に進む

自社主導で進めている
事業者の傾向
（P.57-58）

3
凡例
• 実施されている/実施されていない
• 自社/外部活用の傾向

* 外部活用中心の場合、外部サービスと連携/複数のサービスを横断的に管理するにあたり、自社のデータを整備する必要があるものと想定。

―
（基本的に自社システム中心）
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a.職業紹介事業者は、全体的には「求職者確保の効率化」「情報の取得・入力/管理の効率化」等の領域で効果を得や

すいが、そのなかにあって、テクノロジー活用が進むと「求人企業開拓の効率化」「検証の効率化」「マッチングや絞り込
みの質・スピードの向上」等の領域で効果を得る事業者が増える傾向にある。

❶得られている効果（1/3）

a.職業紹介事業者

ヒアリング調査で得られたコメントテクノロジー活用により得られている効果

求職者確保プロセスの効率化に加え、求人企業へのアプローチの効率化にも注力している

“求職者側のプロセスだけでなく、求人企業側のプロセスについても、データベース一元管理
＋マーケティングオートメーションツール導入等を進めている”

求職者獲得のプロセスが変化・複雑化する中で、プロセス効率化の必要性が高まっている

“人材DBやアグリゲーター等の存在感が増す中で、求職者の獲得の難度が増し、複数サービ
スとの情報連携の必要性も生じている。まずは情報取得・入力・管理面を効率化することで、
マッチングや意思決定の支援等の価値のある領域に人のリソースを充てることができる”

マッチングに関わる領域への取り組みは、先進的な事業者に限られている

“マッチングは最終的に人の目で判断するため、他領域の効率化に比べて、テクノロジーへの
投資を回収できるレベルのインパクトを生み出しにくいと感じている”

“職業紹介事業者は、高度なテクノロジー活用を推進できる人材を抱えていない傾向があり、
アルゴリズムを用いた精度向上等は一部の先進的な事業者に限られる”

“取り扱う案件・職種が定型化しにくい/繰り返し性が低い事業者の場合は、機械学習等を用い
ることが難しく、基本的に人の目によるマッチングとなる”

“高度なテクノロジー活用に向けて、時間をかけてデータ整備をした上で、外部サービス・ツー
ルの選定、検証を進めている”

“自社の募集情報等提供事業のアルゴリズムを職業紹介事業でも活用している”

進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

取り扱う求人企業を開拓する
一連のプロセスの効率化

29% 36% 73%

サービス利用者となる求職者を呼び込み
確保する一連のプロセスの効率化

22% 44% 45%

情報取得・入力作業の効率化 31% 56% 48%

取得した情報の管理の効率化 49% 58% 67%

取得した情報の検証の効率化 13% 20% 39%

マッチング・選考機会に繋がる情報提供の
質・スピードの向上

16% 29% 52%

条件に合致した求職者/求人企業の
絞り込みの質・スピードの向上

33% 32% 42%

求職者・求人企業に提供する
マッチング精度の向上

25% 31% 30%

求職者・求人企業に提供する
有用なサービス・情報等の拡充

18% 14% 21%

その他 15% 2% 0%

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用によって得られている効果として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいる群:n=33, どちらとも言えない群:n=59, 進んでいない群:n=55



進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

取り扱う求人企業を開拓する
一連のプロセスの効率化

22% 65% 50%

サービス利用者となる求職者を呼び込み
確保する一連のプロセスの効率化

30% 23% 60%

情報取得・入力作業の効率化 26% 50% 60%

取得した情報の管理の効率化 35% 62% 50%

取得した情報の検証の効率化 13% 31% 50%

マッチング・選考機会に繋がる
情報提供の質・スピードの向上

9% 19% 70%

条件に合致した求職者/求人企業の
絞り込みの質・スピードの向上

17% 23% 50%

求職者・求人企業に提供する
有用なサービス・情報等の拡充

17% 15% 50%

その他 26% 4% 0%

46

b.募集情報等提供事業者は、全体として 「求人企業開拓の効率化」 「情報の取得・入力/管理の効率化」等の領域で効
果を得やすいが、そのなかにあって、テクノロジー活用が進むと「求職者確保の効率化」 「検証の効率化」 「マッチング・
選考機会に繋がる情報提供/絞り込みの質・スピードの向上」等の領域で効果を得る事業者が増える傾向にある。

❶得られている効果（2/3）

規模が拡大するほど、手動・目視チェックの負荷が高まるため、自動検証の必要性が高まる

“取得した求人/求職者情報の抜け漏れや異常値の有無をアルゴリズムを用いて自動でチェッ
クしている。人の目で対応すると大変なため、効率化のインパクトは大きい”

レコメンド/検索機能等の充実がサービスの差別化に繋がるため、機能開発に注力している

“求職者にとって価値のある機能・情報を提供することで、サービスの差別化・ユーザー確保に
繋がり、ユーザーが増えれば活用できるデータが増え、テクノロジー活用も進めやすくなる”

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

b.募集情報等提供事業者

ヒアリング調査で得られたコメントテクノロジー活用により得られている効果

求職者確保がビジネスの成功に直結するため、サービスの訴求力向上が重要となる

“求職者を確保することで、求人企業にも使ってもらいやすくなり、事業が拡大していく。求職者
への訴求力が高いブランドやコンテンツ、機能を構築/拡充していくことはポイントとなる”

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用によって得られている効果として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいる群:n=10, どちらとも言えない群:n=26, 進んでいない群:n=23
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c.求人者は、全体的にはa.職業紹介事業者やb.募集情報等提供事業者以上に「情報の取得/入力の効率化」で効果を

得やすいが、そのなかにあって、テクノロジー活用が進むと「求職者確保の効率化」「情報の管理の効率化」、さらには
「求職者の絞り込みの質・スピードの向上」等の領域で効果を得る事業者が増える傾向にある。

❶得られている効果（3/3）

特に新卒採用における一次スクリーニング効率化するインパクトは大きいため、エントリー
シートの自動スクリーニング/動画面接による評価の省力化に取り組んでいる

“特に新卒は大量の求職者をさばく必要あり、一次スクリーニングの効率化のインパクトが大き
い。エントリーシートの自動スクリーニング/動画面接により合格とする求職者を自動判定して
いる。不合格とする場合は人の目で判断する必要があるが、それでも十分な効果がある”

求職者獲得のプロセスが変化・複雑化する中で、プロセス効率化の必要性が高まっている

“採用管理システムにより、複数媒体から流入する情報を連携・一括管理することで、情報の
取得・管理業務を省力化することができている”

進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

求職者を呼び込み確保する
一連のプロセスの効率化

35% 54% 75%

情報取得・入力作業の効率化 48% 54% 71%

取得した情報の管理の効率化 35% 52% 67%

取得した情報の検証の効率化 19% 19% 38%

条件に合致した求職者の
絞り込みの質・スピードの向上

21% 33% 54%

スクリーニング・選考精度の向上 11% 19% 29%

求職者へのアプローチや
コミュニケーションの質の改善

21% 27% 33%

その他 19% 2% 0%

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

ヒアリング調査で得られたコメントテクノロジー活用により得られている効果

c.求人者

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用によって得られている効果として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいる群:n=24, どちらとも言えない群:n=48, 進んでいない群:n=63



❷プロセス｜取得・入力・管理（1/3）
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a.職業紹介事業者は、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、多岐にわたる外部サービスを活用しており、また、
情報の入力・連携の自動化や、Excel以外のデータベースによる管理を実施していた 。なお、データベースに関しては、
自社システム/外部サービスの双方を活用している傾向があった。

アグリゲーター

求人メディア

求人企業
職業紹介事業者・
募集受託事業者

4%

人材データベース

SNS型サービス

97%

ハローワーク

口コミサイト

その他

33%

0%

0%

7%

98%

27%

22%
52%

13%
27%

2%
9%

5%

27%
33%

3%

進んでいない群

進んでいる群

求人企業の担当者による手動入力

求人企業の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

自社の担当者による手動入力

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

97%

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

その他

85%

22%

5%

0%

22%
18%

36%

2%
3%

18%

7%
9%

6%
その他

Excel等のデータベース
による一元管理

自社内システムの
データベースによる管理

外部サービスの
データベースによる管理

データベースとして
管理されていない

0%

35%

33%
15%

55%
44%

42%

2%
3%

2%

求
人
情
報

求
職
者
情
報 6%

職業紹介事業者・
募集受託事業者

2%

求職者本人

求人メディア

ハローワーク

口コミサイト

人材データベース

アグリゲーター

SNS型サービス

その他

0%

0%

98%
97%

9%
18%

11%
30%

16%
24%

4%
6%

4%

3%

4%

4%

自社の担当者による手動入力

求職者による手動入力

その他

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

7%

31%

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

91%

24%

94%

7%
36%

3%

9%
9%

6%

2%

Excel等のデータベース
による一元管理

45%

自社内システムの
データベースによる管理

外部サービスの
データベースによる管理

データベースとして
管理されていない

その他

0%
0%

0%

40%

40%
24%

58%

35%

4%

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.求人/求職者情報とその取得元として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
*2 「Q.求人/求職者情報取得時のデータ入力方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
*3 「Q.取得した求人/求職者情報の管理方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいない群:n=55, 進んでいる群:n=33

進んでいる群の方が
各サービスを活用

進んでいる群の方が
入力・連携を自動化

進んでいる群の方が
入力を自動化

進んでいる群の方がExcel以
外の自社/外部DBを活用

進んでいる群の方がExcel以
外の自社/外部DBを活用

進んでいる群の方が
各サービスを活用

求人情報の提供先/取得元*1 情報の入力*2 情報の管理*3

a.職業紹介事業者



❷プロセス｜取得・入力・管理（2/3）
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b.募集情報等提供事業者は、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、特に職業紹介事業者と連携しており、また、
情報の入力・連携の自動化や、Excel以外のデータベースによる管理を実施していた。なお、データベースに関しては、
自社システムを活用している傾向があった。

アグリゲーター

求人企業

ハローワーク

10%

職業紹介事業者・
募集受託事業者

求人メディア

0%
SNS型サービス

人材データベース

口コミサイト

その他

100%
100%

17%

0%

50%

4%

13%

0%

0%
0%
0%

10%
13%
10%

4%
10%

その他

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

自社の担当者による手動入力

求人企業の担当者による手動入力

求人企業の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード
他サービスと自社システム・

アカウントの連携

74%

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

70%

22%
50%

9%
30%

0%
20%

9%

20%
0%
0%

0%
0%

データベースとして
管理されていない

90%

外部サービスの
データベースによる管理

自社内システムの
データベースによる管理

10%

30%

26%Excel等のデータベース
による一元管理

17%

その他

65%

9%

0%

0%
0%

求職者本人

10%

人材データベース

職業紹介事業者・
募集受託事業者

求人メディア

SNS型サービス

アグリゲーター

口コミサイト

ハローワーク

その他

87%
90%

0%

4%
10%

4%

0%

0%
4%

0%

10%

0%
0%

0%
0%
0%

0%

0%

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

自社の担当者による手動入力

0%

求職者による手動入力

40%

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

57%

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

その他

43%
90%

0%
0%

4%

0%
20%

4%

Excel等のデータベース
による一元管理

自社内システムの
データベースによる管理

その他

データベースとして
管理されていない

外部サービスの
データベースによる管理

48%

30%

20%

10%

90%

13%

13%
0%

0%
0%

進んでいない群

進んでいる群

進んでいる群の方が求
職者情報を取得している
事業者自体が多い

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

求
人
情
報

求
職
者
情
報

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.求人/求職者情報とその取得元として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
*2 「Q.求人/求職者情報取得時のデータ入力方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
*3 「Q.取得した求人/求職者情報の管理方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいない群:n=23, 進んでいる群:n=10

進んでいる群の方が
Excel以外の自社/外
部DBを活用

進んでいる群の方が
Excel以外の自社/外
部DBを活用進んでいる群の方が

入力・連携を自動化

進んでいる群の方が
入力を自動化

進んでいる群の方が特に
職業紹介事業者と連携

求人情報の提供先/取得元*1 情報の入力*2 情報の管理*3

b.募集情報等提供事業者



❷プロセス｜取得・入力・管理（3/3）
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c.求人者も、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、多岐にわたる外部サービスを活用しており、また、情報の入
力・連携の自動化や、Excel以外のデータベースによる管理を実施していた。なお、データベースに関しては、外部サー
ビスを活用している傾向があった。

アグリゲーター

求人企業

求人メディア

その他

人材データベース

口コミサイト

SNS型サービス

58%
ハローワーク

0%

57%
75%

87%
83%

17%
29%

2%

6%
17%

2%
8%

70%

11%
17%

外部サービス間でのシステム・
アカウントの連携

自社の担当者による手動入力

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

情報提供先の担当者による手動入力

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

25%

その他

50%

0%

22%

10%

29%

79%
86%

13%

5%
33%

2%

データベースとして
管理されていない

25%

外部サービスの
データベースによる管理

Excel等のデータベース
による一元管理

自社内システムの
データベースによる管理

その他

51%

0%

71%

10%
25%

30%
54%

4%

2%

求人情報の提供先/取得元*1 情報の入力*2 情報の管理*3

人材データベース

求職者本人

アグリゲーター

職業紹介事業者・
募集受託事業者

4%

求人メディア

SNS型サービス

口コミサイト

ハローワーク

92%
94%

0%

その他

0%

2%

54%
71%

54%
38%

13%
33%

4%

2%
8%

2%

19%
8%

求職者による手動入力

42%

67%
自社の担当者による手動入力

自社の担当者によるExcel等の
一括アップロード・ダウンロード

他サービスと自社システム・
アカウントの連携

25%
外部サービス間でのシステム・

アカウントの連携

その他

22%

0%

78%

27%
46%

11%
8%

14%

2%

Excel等のデータベース
による一元管理

その他

自社内システムの
データベースによる管理

データベースとして
管理されていない

外部サービスの
データベースによる管理

0%
0%

0%

0%

58%

0%

71%

32%

63%

10%

c.求人者

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

求
人
情
報

求
職
者
情
報

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.求人情報は、どの職業紹介事業者、募集情報等提供事業者に提供していますか。求人情報ごとに当てはまるものを選択してください。」 「Q.取得している求職者情報とその取得元として当てはまるものを選択してください。」 （どちらも複数選択可)

*2 「Q.求職者情報取得時のデータ入力方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
*3 「Q.取得した求職者情報の管理方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
進んでいない群:n=63, 進んでいる群:n=24

進んでいない群

進んでいる群

進んでいる群の方が
入力・連携を自動化

進んでいる群の方が
入力を自動化

進んでいる群の方がExcel

以外の外部DBを活用

進んでいる群の方がExcel

以外の自社/外部DBを活用

進んでいる群の方が
人材DB、SNS、口コ
ミサイト等を活用

進んでいる群の方が
職業紹介事業者、人
材DB、SNS、口コミ
サイト等を活用



❷プロセス｜情報の検証
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事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、手動・目視以外の検証を実施している傾向があった。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

異常値の検出
（記載漏れ・最低賃金を下回る求人等）

差別等のバイアスを助長する求人内容の検出
（男性を前提とした応募要件になっている等） 39%

マッチング時の不適切な対応の検出
（提案する求人が合理的理由なく偏っている等）

55%

11%

42%

24%

11%

30%

13%

50%

0%

0%

20%

50%

30%

17%

46%

求
人
情
報
に
対
し
て
の

手
動
・
目
視
以
外
の
検
証
実
施

異常値の検出（記載漏れ・経歴の誤表記等）

マッチング/採用・選考における
不適切な対応の検出（特定の属性を持つ
求職者を合理的理由なく優先している等）

16%

52%

25%

52%

4%

40%

4%

20%

29%

42%

25%

22%

求
職
者
情
報
の
に
対
し
て
の

手
動
・
目
視
以
外
の
検
証
実
施

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.取得した求人情報/求職者情報に対して自社で行う検証方法として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」のうち「Excelの関数・フィルタ等を用いた検証」「自社のプログラム・アルゴリズム等を用いた検証」「外部サービス・ツール等を用
いた検証」に回答した事業者の割合 （a.職業紹介事業者）進んでいない群:n=55, 進んでいる群:n=33 （b.募集情報等提供事業者）進んでいない群:n=23, 進んでいる群:n=10 （c.求人者）進んでいない群:n=63, 進んでいる群:n=24

進んでいない群

進んでいる群

（対象外）



❷プロセス｜情報の活用
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事業形態によらず、テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、検索機能やアルゴリズムを用いたマッチング/レコメ
ンド/選考を実施しており、特にb.募集情報等提供事業者ではその傾向が強い。一方で、a.職業紹介事業者/c.求人者で
は、テクノロジー活用が進んでも担当者の判断の重要性は変わらない状況が見受けられる。

その他

2%自社のアルゴリズムを用いた
マッチング/レコメンド/選考

自社の担当者の判断による
マッチング/レコメンド/選考

データベースでの検索機能
によるマッチング/レコメンド/選考

提供していない

外部のツールやサービスを活用した
マッチング/レコメンド/選考

100%

45%

24%

35%

3%

0%

0%

4%

98%

4%

43%

40%

4%

20%

70%

4%

50%

4%

10%

43%

0%

10%

95%

96%

2%

13%

17%

8%

17%

2%

0%

89%

8%

3%

75%

2%

0%

8%

8%

5%

0%

面接開始前のスクリーニング 面接開始後の選考判断

求
職
者
／
求
人
情
報
の
活
用
方
法

a.職業紹介事業者*1 b.募集情報等提供事業者*2 c.求人者*3

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

（対象外） （対象外） （対象外）

テクノロジー活用が進んでいる事業者では
◼ 担当者の判断の重要性は変わらない
◼ 特に自社のアルゴリズムを活用が広がる

テクノロジー活用が進んでいる事業者では
◼ 担当者の判断の重要性は変わらない
◼ スクリーニング段階・面接開始後双方で、検索機能・自社アルゴリズム・外部ツールの活用
が広がる

テクノロジー活用が進んでいる事業者では
◼ 特に検索機能・自社アルゴリズムの活用
が広がり、a,cと比較してその傾向が強い

＞ ＞ ＞

*1 「Q.求人情報/求職者情報をもとに実施しているマッチング・提案の方法について、当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 （a.職業紹介事業者）進んでいない群:n=55, 進んでいる群:n=33

*2 「Q.収集した求人情報/求職者情報をもとにどのような方法でレコメンド機能を提供していますか。当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 （b.募集情報等提供事業者）進んでいない群:n=23, 進んでいる群:n=10 

*3 「Q.採用・選考のために取得した求職者情報の活用範囲・活用方法に関して、当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」 （c.求人者）進んでいない群:n=63, 進んでいる群:n=24

進んでいない群

進んでいる群



進んでいない
群

どちらとも
言えない群

進んでいる群
進んでいない

群
どちらとも
言えない群

進んでいる群
進んでいない

群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

募集ポジションごとの業務内容やスキル要
件等にもとづくマッチング/レコメンド/スク
リーニング・選考の実現

24% 22% 48% 22% 19% 70% 24% 25% 42%

パーソナリティー等の求職者の適性を踏ま
えたマッチング/レコメンド/スクリーニング・
選考の実現

9% 8% 21% 13% 12% 20% 14% 21% 13%

求職者の就業ニーズを踏まえたマッチング
/レコメンド/スクリーニング・選考の実現

15% 31% 33% 17% 12% 70% 14% 15% 25%

担当者の属人性（思いこみやバイアス、ス
キル・ノウハウの違い等）に影響されない
マッチング/スクリーニング・選考の実現

5% 12% 18% - - - 13% 8% 0%

その他 0% 2% 0% 4% 4% 0% 0% 6% 0%
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「マッチング/レコメンド/選考における絞り込みの質・スピードの向上」の詳細をみると、「パーソナリティ等含む求職者の
適性」よりも「業務内容・スキル要件」や「求職者の就業ニーズ」等を用いた取り組みで効果が得られている傾向がある。

（参考）マッチング/レコメンド/選考における精度向上の詳細

c.求人者*3a.職業紹介事業者*1 b.募集情報等提供事業者*2

募集ポジションに必要な経験・スキルを持つ
求職者の選定がまずは重要となる

“経歴・スキル面の必要条件を満たす求職
者を探す上で、テクノロジーを活用する余地
がある。一方で、パーソナリティーや本人の
希望は、その後の確認で十分だと感じる”

求人者のニーズは、経歴・スキル面の条件を満たす求職者のマッチング/レコメンドにある

“求人者は経歴・スキルや希望条件等の面で入社の可能性がある求職者を確保することをまず
は重視しており、現状では、パーソナリティや適性等を用いたマッチング/レコメンドへのニーズは
あまり高くないと感じている。とはいえ、求職者の入社後の定着/活躍のためにも、パーソナリ
ティや適性等も今以上に活用していきたい”

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

マ
ッ
チ
ン
グ
／
レ
コ
メ
ン
ド
／
選
考
精
度
向
上
で

得
ら
れ
て
い
る
効
果
の
内
容

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
で

得
ら
れ
た
コ
メ
ン
ト

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.マッチング精度の向上」に関して、得られている効果の内容として当てはまるものを選択してください。（a.職業紹介事業者）進んでいない群:n=55, どちらとも言えない群:n=59, 進んでいる群:n=33

*2 「情報提供の質・スピード・精度の向上」に関して、得られている効果の内容として当てはまるものを選択してください。 （b.募集情報等提供事業者）進んでいない群:n=23, どちらとも言えない群:n=26, 進んでいる群:n=10

*3 「スクリーニング・選考精度の向上」に関して、得られている効果の内容として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」（c.求人者）進んでいない群:n=63, どちらとも言えない群:n=48, 進んでいる群:n=24



進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

データを保護するためのセキュリティが構築されている 58% 76% 67%

テクノロジー活用のためのデータ基盤が構築されている 16% 31% 70%

テクノロジー活用を推進する専門組織・担当者を
設置している

20% 32% 36%

テクノロジー活用に関する社内ルール・ガイドラインが
定められている

24% 36% 21%

テクノロジー活用のための適切なサービス・ツール等が
導入されている

5% 22% 30%

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

11% 14% 21%

テクノロジー活用を推進する専門人材の獲得を
進めている

13% 7% 15%

テクノロジー活用の推進に向けた研修等の訓練を
実施している

7% 7% 27%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの継承ができている 4% 10% 21%

求職者や求人企業のためのテクノロジー活用に関する
相談窓口の設置・説明体制の構築等を実施している

9% 8% 18%

テクノロジー活用における業務をアウトソース化している 2% 15% 15%

その他 24% 3% 3%

❸組織体制・取り組み（1/3）
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a.職業紹介事業者では、全体的には 「セキュリティ構築」が最も取り組まれているが、そのなかにあって、テクノロジー活

用が進むと「データ基盤構築」の取り組みが広がる傾向がある。一方で、テクノロジー活用が進んでいる群でも「専門人
材の獲得」はあまり取り組まれておらず、外部サービスを活用する前提で体制を整備していることが見受けられる。

ヒアリング調査で得られたコメント組織体制・取り組み

専門人材を社内で抱えることは難しいため、外部サービスの活用を進めている

“ビジネスの特性上、デジタルに強い専門人材を社内に抱えておらず、採用したいがな
かなか難しいと感じている。今いる人材で、テクノロジー活用に向けてチームを立ち上げ、
外部サービスやツールの選定や試験的運用を進めている”

事業運営上、セキュリティ面の対策は必須である

“事業特性上、個人情報保護等を含めたセキュリティは非常に重要なため、特に注力し
ている”

データ基盤構築は、効率的な事業運営の前提となる

“テクノロジー活用を見据えて、時間をかけてデータを蓄積・整備してきた”

“求職者獲得プロセスにおいて、多くの人材DBを活用・管理する必要が生じており、
データを効率的に連携・一元管理する必要性が高まっている”

“データによって事業全体の状況や各種KPIをリアルタイムで可視化し、課題を迅速に特
定・対処するようにしている。そういったことを行うためのデータ基盤は重要となる”

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
進んでいない群:n=55, どちらとも言えない群:n=59, 進んでいる群:n=33

a.職業紹介事業者



進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

データを保護するためのセキュリティが構築されている 35% 85% 80%

テクノロジー活用のためのデータ基盤が構築されている 4% 54% 90%

テクノロジー活用を推進する専門組織・担当者を
設置している

9% 54% 70%

テクノロジー活用に関する社内ルール・ガイドラインが
定められている

13% 35% 50%

テクノロジー活用のための適切なサービス・ツール等が
導入されている

4% 38% 80%

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

0% 35% 20%

テクノロジー活用を推進する専門人材の獲得を
進めている

0% 27% 70%

テクノロジー活用の推進に向けた研修等の訓練を
実施している

4% 19% 60%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの継承ができている 0% 19% 40%

求職者や求人企業のためのテクノロジー活用に関する
相談窓口の設置・説明体制の構築等を実施している

4% 15% 30%

テクノロジー活用における業務をアウトソース化している 4% 8% 10%

その他 43% 4% 0%

❸組織体制・取り組み（2/3）
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b.募集情報等提供事業者では、全体的には「セキュリティ構築」が最も取り組まれているが、そのなかにあって、テクノロ
ジー活用が進むと全項目に渡り広く取り組みが進む傾向があり、特に「データ基盤構築」 「サービス・ツールの導入」 とと
もに「専門人材の獲得」が重要になっていることが注目される。

b.募集情報等提供事業者

サービスの高度化・差別化のために専門人材の獲得/育成は必須だが、難易度は高い
“サービスを高度化・差別化していくためには、専門性の高い人材が必須だが、市場全
体でデジタル人材、エンジニアの獲得競争が起きており、採用に苦労している”

※「課題・今後強化したいこと」に関する設問でも、 「専門人材の獲得」は最も重視され
ており、進んでいる群のうち60%の企業が「専門人材の獲得」が課題であると回答

安定的な事業運営のために、セキュリティ対策には力を入れている

“事業特性上、個人情報保護等を含めたセキュリティは非常に重要なため、名前や年齢
等の特に重要な情報に関しては閲覧制限を行い、管理を徹底している”

“データベースの分割管理により、情報漏洩時のリスク低減等の対応を徹底している”

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
進んでいない群:n=23, どちらとも言えない群:n=26, 進んでいる群:n=10

ヒアリング調査で得られたコメント組織体制・取り組み



進んでいない群
どちらとも
言えない群

進んでいる群

データを保護するためのセキュリティが構築されている 49% 60% 63%

テクノロジー活用のためのデータ基盤が構築されている 6% 27% 29%

テクノロジー活用を推進する専門組織・担当者を設置し
ている

37% 42% 50%

テクノロジー活用に関する社内ルール・ガイドラインが定
められている

14% 40% 25%

テクノロジー活用のための適切なサービス・ツール等が
導入されている

6% 23% 33%

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための体
制・プロセス等が構築されている

8% 23% 25%

テクノロジー活用を推進する専門人材の獲得を進めてい
る

14% 19% 33%

テクノロジー活用の推進に向けた研修等の訓練を実施
している

19% 21% 8%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの継承ができてい
る

2% 13% 21%

テクノロジー活用における業務をアウトソース化している 6% 8% 29%

その他 13% 4% 0%

❸組織体制・取り組み（3/3）
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c.求人者では、全体的には「セキュリティ構築」が最も取り組まれており、 「専門組織・担当者の設置」も比較的取り組ま

れている。テクノロジー活用が進むと「サービス・ツールの導入」「専門人材の獲得」等が取り組まれる傾向があるが、そ
の傾向は緩やかであり、また「データ基盤の構築」はa、bと比較するとテクノロジー活用が進んでも取り組まれていない。

採用には人事以外の社員も多く関わるため、セキュリティには細心の注意を払っている

“採用には、人事以外の社員も多く変わるため、情報の閲覧権限の制限や、情報漏洩
等をしないためのプロセス構築等、必要な対策を実施している”

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

自社の採用方針に合わせて、適切な自社ツール/外部サービスを活用している

“社内メンバーの委員会を設置し、採用/人事領域のデータ活用を監督している。年間
の運用サイクルの中で課題を洗い出し、ガイドライン見直し等の改善をかけるとともに、
必要に応じて外部の有識者にも意見を伺いながら取り組みを進めている”

複数の人材データベースの横断的な管理や、入社後のデータも活用した定着・活躍予
測を行いたいが、データの制約があり現状は出来ていない

“複数のスカウトサービス等を使うようになる中で、サービスごとに設定がやダッシュ
ボードが異なり連携しにくい点は不便だと感じている。本来的には一元管理して、複数
の採用チャネルを横断的に把握したいが、現状は上手くできていない”

“採用管理システムは便利である一方、入社後のデータとの連携はやりにくいと感じて
いる。本来は入社後の定着・活躍を目的変数に分析・改善をかけたいが、現状は最終
面接の合意結果を目的変数に分析・改善することまでしかできていない”

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
進んでいない群:n=63, どちらとも言えない群:n=48, 進んでいる群:n=24

c.求人者
ヒアリング調査で得られたコメント組織体制・取り組み



外部活用群：既に実施

外部活用群：今後強化

自社主導群：今後強化

自社主導群：既に実施

❸組織体制｜外部活用群と自社主導群の比較（1/2）
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a.職業紹介事業者でテクノロジー活用が進む事業者のうち、外部活用をしながらマッチングを行う事業者は、「データ基

盤の構築」「サービス・ツールの導入」の取り組みが相対的に進む一方で「専門人材の獲得」に課題感がある。自社主導
でマッチングを行う事業者は、「訓練の実施」の取り組みが進む一方で「サービス・ツールの導入」に課題感がある。

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

a.職業紹介事業者

33%

0%

0%

24%

0%

8%

52%

42%

58%

48%
33%

52%
17%

14%

29%

8%

19%
8%

8%

29%
17%

24%
17%

19%

①現状の組織体制・取り組み*¹ ②課題・今後強化すべきポイント*2 ②-①のギャップ

テクノロジー活用のための
適切なサービス・ツール等が導入されている

データを保護するための
セキュリティが構築されている

25%

テクノロジー活用のための
データ基盤が構築されている

テクノロジー活用の推進に向けた
研修等の訓練を実施している 33%

テクノロジー活用を推進する
専門組織・担当者を設置している

19%テクノロジー活用を推進する
専門人材の獲得を進めている

テクノロジー活用における業務を
アウトソース化している

求職者や求人企業のためのテクノロジー活用に関する
相談窓口の設置・説明体制の構築等を実施している

25%

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの
継承ができている

8%

テクノロジー活用に関する
社内ルール・ガイドラインが定められている

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

その他

33%

0%

38%

58%

17%

67%
67%

43%

8%

24%

14%

19%
8%

29%
8%

19%

8%

24%

76%

-34%

-10%

0%

-14%

-24%

25%

-59%

5%
8%

33%
9%

0%

-25%

0%

0%
0%

15%
-16%

5%
-8%

-5%
-8%

0%
-8%

自社主導群*4

外部活用群*3
今後強化既に実施

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
*2 「Q.テクノロジー活用を進める上で、特に課題を感じているポイント/強化すべきだと感じているポイントとして当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者外部活用群*² n=21, 自社主導群*³ n=12

*3 外部活用群:「進んでいる群」のうち、「Q.マッチングにおける各機能のサービスを提供するにあたってどの外部サービスを活用していますか。（複数選択可）」において、2個以上の機能の実施に際し「外部サービスを活用している」と回答した事業者群
*4 自社主導群: 「進んでいる群」のうち、上記に当てはまらない事業者群



自社主導群：既に実施
外部活用群：今後強化

自社主導群：既に実施

自社主導群：既に実施

外部活用群：今後強化

❸組織体制｜外部活用群と自社主導群の比較（2/2）

c.求人者でテクノロジー活用が進む事業者のうち、外部活用をしながらスクリーニング等を行う事業者は「データ基盤の
構築」 「サービス・ツールの導入」に課題感がある。一方で、自社主導の事業者は取り組み全般（サービス・ツールの導
入 / 専門組織の設置 / 社内ルール・ガイドライン整備 / 訓練の実施/スキル・ノウハウの継承等）が相対的に進んでいる。

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

c.求人者

50%

25%

25%

0%

0%

0%

13%

50%

31%

25%

38%

38%

25%

13%
25%

6%

6%
38%

13%

6%
13%

13%

テクノロジー活用のための
データ基盤が構築されている

0%

テクノロジー活用のための
適切なサービス・ツール等が導入されている

テクノロジー活用のスキル・ノウハウの
継承ができている

データを保護するための
セキュリティが構築されている

38%

テクノロジー活用を推進する
専門組織・担当者を設置している

19%

テクノロジー活用を推進する
専門人材の獲得を進めている

テクノロジー活用の推進に向けた
研修等の訓練を実施している

63%

0%

テクノロジー活用における業務を
アウトソース化している

44%

テクノロジー活用に関わる法制度に対応するための
体制・プロセス等が構築されている

テクノロジー活用に関する
社内ルール・ガイドラインが定められている

38%

38%

0%

63%

31%
25%

25%
50%

63%

31%

25%

25%

13%

38%

19%
38%

その他

-25%

19%

-6%

25%

-19%

0%

-25%

-32%

-13%

-63%

-6%
-13%

-25%

13%
0%

-7%
0%

-38%
-6%

-25%

0%
13%

外部活用群*3

自社主導群*4

訓練の実施・ノウハウの継承
は、自主主導群方が重視して
おり取り組みも進んでいる

①現状の組織体制・取り組み*¹ ②課題・今後強化すべきポイント*2 ②-①のギャップ

今後強化既に実施

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q.テクノロジー活用促進のための組織体制や取り組みについて当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」
*2 「Q.テクノロジー活用を進める上で、特に課題を感じているポイント/強化すべきだと感じているポイントとして当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 c.求人者外部活用群*² n=16, 自社主導群*³ n=8

*3 外部活用群:「進んでいる群」のうち、「Q.求職者情報を活用した機能・サービスでは、どのような外部サービスやツールを使用していますか。 （複数選択可） 」において、2個以上の機能の実施に際し「外部サービスを活用している」と回答した事業者群
*4 自社主導群: 「進んでいる群」のうち、上記に当てはまらない事業者群

外部サービスするにあたり、データ基
盤を整備する必要があるものと想定



80%

35%

35%

80%

13%

30%

90%

70%

17%

90%

13%

80%

13%

70%

13%

70%

67%

35%

54%

75%

38%

38%

71%

21%

16%

42%

16%

42%

50%

21%

17%

46%

16%

46%
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テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、項目全般でリスクへの対応の実施度合いが高い。また、特にb.募集情報
等提供事業者は進展度に応じた差異が大きい一方、c.求人者は小さい。
（「情報活用時の精度」「説明責任の担保」の項目は、P.52の情報の活用の実施度合いによってリスク対応の必要性自体が変化する点には留意が必要。）

❹ リスクへの対応

リ
ス
ク
へ
の
対
応
状
況

個
人
情
報
保
護

情
報
活
用
の
精
度
の
担
保

説
明
責
任
の
担
保

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

* 「Q.テクノロジー活用拡大に伴い想定される以下の各問題に対する貴社の対応状況として当てはまるものを選択してください。（複数選択可） 」 a.職業紹介事業者:n=151 , b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138

（対象外）

（対象外）

（対象外）

（対象外）

採用に活用すべきでない情報の取得・活用

本人同意のない個人情報の取得

本人同意のない個人情報の活用

マッチング/レコメンド/選考のプロセスやアルゴリズム、
レコメンドの理由等を説明することが困難になること

求職者に不利益が生じるスコアリングの実施

情報取得元の多様化に伴う情報の質の低下

マッチング/レコメンド/選考時の意図しないバイアスの発生

マッチング/レコメンド/選考精度向上に
繋がらない分析の実施・活用

外部サービス内での個人情報取得・活用プロセス・
管理状況等の説明が困難になること（ブラックボックス化）

外部サービスを活用した選考プロセスやアルゴリズム、
選定理由等の説明が困難になること（ブラックボックス化）

27%

49%

42%

76%

35%

70%

73%

27%

61%

67%

29%

61%

25%

55%

20%

55%

進んでいない群

進んでいる群

（対象外）
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テクノロジー活用が進んでいる事業者の方が、法改正対応も進めている傾向がある。
（ただし任意回答である本調査では、対応度合いが実態よりも高く表れている可能性がある点には留意が必要）

❺法改正対応

法
改
正
へ
の
対
応
状
況

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

51%

61%

31%

33%

15%

進んでいる群

進んでいない群

53%

70%

25%

27%

16%進んでいない群

進んでいる群

30%

70%

30%

20%

9%9% 22%

既に対応は完了している

現在対応を進めている

法改正内容を把握しており、今後対応予定

対応の予定はない

法改正の適用対象外である

無回答

35%

70%

22%

20%

17% 9% 17%

30%

70%

26%

20%

17% 9% 17%

10%

48%

63%

19%

17%

24%

13%

48%

67%

19%

25%

25%

求人等に関する情報の
的確な表示の義務化*1

個人情報収集に際して
の求職者への業務の
目的の明示の強化*2

”特定募集情報等提供
事業者”の届出制度化*3

進んでいない群

進んでいる群
（対象外） （対象外）

Ⅲ.調査結果詳細｜3.テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

プロセス
得られてい
る効果

情報の取得・入力・管理 情報の検証 情報の活用

1 2

組織体制・
取り組み

3

リスクへの
対応

法改正対応

4 5

*1 「Q. 2022年10月1日より「求人等に関する情報の的確な表示の義務化」が求められますが、貴社の準備状況として当てはまるものを選択してください。」
*2 「Q. 2022年10月1日より個人情報の取扱いに関するルールが新しくなり、個人情報を収集する際には、求職者が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体的に、業務の目的を明らかにすることが求められますが、貴社の準備状況として当てはまる
ものを選択してください。」
*3 「Q. 2022年10月1日より、募集情報等提供事業者のうち求職者に関する情報を収集する”特定募集情報等提供事業者”に届出制が導入されますが、貴社の準備状況として当てはまるものを選択してください。（bのみ）」
（a.職業紹介事業者）進んでいない群:n=55, 進んでいる群:n=33 （b.募集情報等提供事業者）進んでいない群:n=23, 進んでいる群:n=10 （c.求人者）進んでいない群:n=63, 進んでいる群:n=24



Ⅲ.調査結果詳細

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

先進的な企業のテクノロジー活用事例

2

3

4

業界に対する各社の課題認識・今後への期待5

ア
ン
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ア
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ン
グ
調
査

雇用仲介に関わる事業者の概況1



Ⅲ.調査結果詳細

先進的な企業のテクノロジー活用事例4

i.先進的な企業のテクノロジー活用/リスク対応方法
先進的な企業へのヒアリング結果を踏まえ、具体的なテクノロ
ジー活用/リスク対応方法の例を整理

ii. 先進的な企業のテクノロジー活用の方向性
先進的な企業へのヒアリング結果を踏まえ、テクノロジー活用の
方向性を整理



ヒアリングをもとに整理した先進的な企業のテクノロジー活用方法例 ※複数企業へのヒアリングをもとに典型的なものを抜粋

b.募集情報等提供事業

自社/外部ツールを活用した
マッチングの判断の補助*2

自社/外部システムによる
情報管理

MA*1ツール等による求人
企業へのアプローチ最適化

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

外部サービスとの
データ連携自動化

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

採用全体の状況可視化・分
析・改善

自社/外部システムによる
情報管理

パフォーマンス予測を
活用した選考判断

ES*4の自動スクリーニング/

動画面接によるスクリーニング

パフォーマンス予測を活用
した求職者への情報提供

複数の採用チャネルの
連携・管理の自動化

求人内容の
自動チェック・アラート

適性診断等を活用したキャ
リアに関する情報提供

求人内容の
自動チェック・アラート

スカウト文面の
自動チェック・アラート

求職者向けの
求人レコメンド

口コミをもとにした企業のス
コアリング

求職者向けの友達候補
ユーザーのレコメンド

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求人者向けの
求職者検索機能

求人者向けの
リスティング広告機能提供

求職者向けの
求人検索機能の

求人のクローリング・
自動整形・掲載・更新

スカウト文面の
自動チェック・アラート

求職者情報クローリング・同
一性検証・スコアリング・プ
ロフィール自動生成

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求職者向けの求人
レコメンド/検索機能

クローリングした求人の
自動検証・掲載停止

a.職業紹介事業者

（P.66）

c.求人者

（P.72）

b2.クローリング型
求人メディア
（P.68）

b3.クローリング型
人材DB

（P.69）

b4.ビジネスSNS

（P.70）

b5.口コミサイト

（P.71）

b1.求人情報提供＋
人材DB

（P.67）

マッチング・提案時の
検索業務の省力化

求人者*3向けの求職者
レコメンド/検索機能

求職者向けの求人
レコメンド/検索機能

求人内容の
自動チェック・アラート

スカウトの文面の
自動チェック・アラート

スカウト文面の
自動チェック・アラート

自社システムによる
情報管理

MA*1ツール等による求人
企業へのアプローチ最適化

ユーザー訴求力が高い
診断系サービス拡充等

外部サービスとの
データ連携自動化

先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ. テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（1/3）

63

業務プロセス

情報の検証

情報の活用
（マッチング/レコメンド

/選考等）

求職者確保

情報の取得・入力

その他

求人企業開拓

情報の管理

求人

スカウト

b.募集情報等提供事業へのヒアリングでは、「情報の検証」「情報の活用」プロセスにおけるテクノロジー活用
や事業形態独自のテクノロジー活用に関するヒアリングを優先してたため、「求職者確保」～「情報の管理」プ
ロセスについては、記載の内容以外にも様々な取り組みがなされていることが想定される

先進的な企業は、事業形態に合わせ、幅広いプロセスでテクノロジーを活用している。

4

*1 MAツール：マーケティングオートメーションツール
*2 a,b双方の事業を運営している場合、a.職業紹介事業内でエージェントがb.募集情報等提供事業内のレコメンド・検索等の機能を活用して、求職者にサービスを提供しているケースもある。
*3 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある。
*4 ES：エントリーシート

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例



先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ. テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（2/3）

64

先進的な企業は、自社の事業形態やテクノロジー活用方法によって生じ得る問題を理解し、個人情報保護、的確表示
遵守、マッチング/レコメンド/選考時のバイアス等の排除、その他の事業上のリスクへの対処を網羅的に実施している。

ヒアリングをもとに整理した先進的な企業のリスク対応方法例 ※複数企業へのヒアリングをもとに典型的なものを抜粋

b.募集情報等提供事業

不利益が生じ得る活用の
回避・説明責任の担保

バイアス等の定期的検証・
人の目による最終判断

重複応募の管理・ア
ラート

a.職業紹介事業者

（P.66）

c.求人者

（P.72）

b2.クローリング型
求人メディア
（P.68）

b3.クローリング型
人材DB

（P.69）

b4.ビジネスSNS

（P.70）

b5.口コミサイト

（P.71）

b1.求人情報提供＋
人材DB

（P.67）リスク対応の観点

＞＞＞＞＞＞＞

求職者情報を活用する
際の同意取得を徹底し、
バイアスの検証・排除等
の取り組みも実施

不適切な口コミや個人が
特定され得る口コミを
チェック・除外するための
仕組みを整備

求人に該当する投稿の
判別・的確表示遵守や、
スカウトのバラマキ防止
のための仕組みを整備

クローリング時の同一性
検証や、希望しないユー
ザーを除外するオプトア
ウトの仕組みを整備

的確表示順守のため、
求人内容や更新タイミン
グをもとに自動で掲載除
外/停止対応を実施

求職者情報を活用する
際の同意取得を徹底し、
バイアス/偏りの検証・排
除等の取り組みも実施

個人情報の管理体制や
活用ルール等を整備し、
求人企業への求職者情
報提供も慎重に実施

リスク対応方法の特徴

マッチング/レコメンド/選考
における情報活用時の
バイアス等の排除

個人情報保護

的確表示順守

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

求人内容の自動/目視確認
・求人者への定期的な確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

レコメンドのバイアス・偏り
の定期的な検証・是正

連携時の同一性検証徹底
・本人が希望しない連携除外

クローリングを希望しない
求職者のオプトアウト対応

その他の事業上の
リスクへの対処

マッチングに活用する
アルゴリズムの精度検証

求人内容の
自動/目視確認

スカウト文面の
自動/目視確認

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

不備のある求人/古い求人
等の自動確認・掲載停止

求人内容の
自動/目視確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

複数サービスからの重複
応募の管理・対応徹底

複数サービスからの重複
応募の管理・対応徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

採用に関わる社員のリテ
ラシー向上・アクセス制限

的確表示のルールに
則った求人作成の徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

不適切な口コミの確認
・掲載停止等の対応徹底

求人内容の
自動/目視確認

スカウト文面の
自動/目視確認

ユーザー体験を損ねる
スカウトのバラマキ防止

求人に該当する投稿内容
の明確化・的確表示遵守

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

スカウト文面の
自動/目視確認

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

求人内容の
自動/目視確認

レコメンドのバイアス・偏り
の定期的な検証・是正

4

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例



先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅰ. テクノロジー活用/リスク対応方法まとめ（3/3）

65

4
特にマッチング/レコメンド/選考における活用では、活用方法に伴うリスクに合わせた複合的な対策が取られている。

65*1 a,b双方の事業を運営している場合、a.職業紹介事業内でエージェントがb.募集情報等提供事業内のレコメンド・検索等の機能を活用して、求職者にサービスを提供しているケースもある。
*2 c.求人者で既存社員のデータを活用する際には、求職者だけでなく既存社員にも不利益が生じないよう配慮する必要がある。

マッチング・レコメンド・選考におけるテクノロジー活用方法例 リスク対応方法例

個人情報取得時の
明示的説明および
同意取得の徹底

求職者*2に
不利益が生じ得る
活用方法の回避

サービス/アルゴリズム
の内容等の理解・
説明責任の担保

アルゴリズムの精度や
バイアス/偏りの有無の
定期的な検証・是正

不合格とする際の
人の目による
最終判断の実施

求
人
者

募
集
情
報
等
提
供
事
業
者*

1

職
業
紹
介

事
業
者

＞

＞

＞

＞

＞

＞

＞

求職者向けの
求人レコメンド

求職者向けの
求人検索機能

求人者向けの
求職者レコメンド

求人者向けの
求職者検索機能

エントリーシートの
自動スクリーニング

動画面接による
自動スクリーニング

パフォーマンス予測を
活用した選考判断

パフォーマンス予測を
活用した情報提供

エージェントの過去の求人/求職者情報検索をもとに
検索の条件設定をプリセットとして提示するツールに
より、マッチング時の作業を省力化

求職者の過去の閲覧・応募等の情報をもとに、興味
を示した求人に類似する求人をレコメンド/検索上位
に表示、あるいは類似する求職者が興味を示した求
人をレコメンド

求人者等の過去のお気に入り・スカウト等の情報を
もとに、興味を示した求職者に類似する求職者をレ
コメンド/検索上位に表示

過去のESの合否結果を教師データに学習したモデ
ルを用いて、ESの文章から評価を出力し、選考判断
に活用

プロ面接官のコンピテンシー評価を教師データに学
習したモデルを用いて、回答データの内容や話し方
から評価を出力し、選考判断に活用（詳細P.73）

既存社員のデータを教師データに学習したモデルを
用いて、求職者の情報から入社後のパフォーマンス
等を予測し、選考判断に活用

既存社員のデータを教師データに学習したモデルを
用いて、求職者の配属先ごとのパフォーマンスを予
測し、入社に向けたコミュニケーション等に活用

マッチング・提案時の
検索業務の省力化

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

詳細活用方法

過去のマッチングデータをもとに類似する求職者-求
人の組み合わせを判断し、マッチングする可能性が
ある求職者/求人をサジェストするツールを活用

ツールを活用した
マッチング判断の補助

✓ ✓ ✓✓

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例



求職者 職業紹介事業者 求人企業

ⅰ.先進的な企業のテクノロジー活用/リスク対応方法｜a.職業紹介事業者

66

【テクノロジー活用方法】求人企業開拓/求職者確保やマッチング業務において、自社/外部サービスを活用。
【リスクへの対応方法 】個人情報の管理体制や活用ルール等を整備し、求人企業への求職者情報提供も慎重に実施。

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

【求人企業への価値提供】
• 採用業務を省力化し、求職者選
考に専念することができる

• 自社が求める条件に合った求職
者や入社確度の高い求職者を紹
介してもらえる

• 選考中や内定後の求職者のモチ
ベーション把握・向上に関するサ
ポートが得られる

【求職者への価値提供】
• 手間をかけずに、自分にあった
求人を探すことができる

• コンサルタントからキャリアや選
考に関するアドバイスをもらうこ
とができる

• 最終的な意思決定や入社後に
向けた準備に関するアドバイス
を受けることができる

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

職業紹介事業者のテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

求職者情報登録 求人情報登録

マッチング求人企業紹介 求職者紹介

66

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

活
用
方
法

リ
ス
ク
へ
の

対
応
方
法

• 人材DBや各種外部サービスを組み
合わせて活用し、求職者を確保

• 求人内容を自動でチェックし、不備
がある場合はアラートを表示（最低
賃金を下回る求人等）

• 求人企業側のデータベース整備お
よび、MAツールを用いた新規開拓/

既存顧客へのアプローチの最適化

自社/外部システムによる情報管理

• 自社システム/職業紹介事業者専用
の外部システムによる情報の一元
管理

• 外部サービス間でフォーマットが異
なる求職者データの変換をコンバー
タにより自動化

• 複数サービス経由で同一の求職者
と接点を持った場合の手数料の支
払い漏れを防ぐために、重複応募
管理の仕組みを整備

• 重複応募時の取り扱いを契約書に
明記

• ISMSやPマークの取得/それに準拠
した運用の実施

• 社内での求職者情報の閲覧制限
• 同意取得範囲外の活用にあたる場
合は、都度、同意を取得

• アルゴリズムと人の目による判断と
の差異に関する検証の実施

• 外部サービスを活用する際のサー
ビス内容/アルゴリズムの理解およ
び検証の実施

• 各企業の担当者が、求人者に対し
て定期的に求人内容の確認を実施

• 選考前の求職者紹介時に、本人が
特定できないよう情報を匿名化

• 自社アルゴリズムや外部サービス
のマッチング機能を一部活用

マッチング業務における検索の自動化

• 求人/求職者情報の検索条件設定
を学習した自社ツールによりマッチ
ング業務を省力化

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

外部サービスとのデータ連携自動化

* MAツール：マーケティングオートメーションツール

MA*ツール等による求人企業への
アプローチ最適化

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

求人内容の自動チェック・アラート

複数サービスからの重複応募の
管理・対応徹底

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

マッチングに活用する
アルゴリズムの精度検証

求人内容の目視確認
・求人者への確認

自社/外部ツールによる
マッチングの判断の補助



ⅰ. 先進的な企業のテクノロジー活用/リスク対応方法｜b1.求人情報提供+人材DB
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【テクノロジー活用方法】ユーザー/求人者の行動履歴等を活用してレコメンドや検索機能の最適化等を実施。
【リスクへの対応方法 】個人情報活用時の同意取得を徹底し、レコメンド機能等のバイアス検証・排除も実施。

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

求人情報提供＋人材DBのテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

【求人企業への価値提供】
• 自社の求人が多くのユーザー/相
性の良いユーザーにの目に触れ
る機会を得ることができる

• 転職潜在層を含め、自社にマッ
チした求職者に効率的にアプ
ローチできる

【求職者への価値提供】
• 労力をかけず自分に合った求人
を見つけることができる

• キャリアに関する自分に合った情
報を得ることができる

• 積極的な転職活動をせずとも、
企業側からアプローチを受けるこ
とができる

レコメンド

求職者

スカウト

求職者情報登録
・求人情報検索

紹介

スカウト

レコメンド
・情報提供

応募

求人情報提供
＋

人材DB

求人企業

職業紹介
事業者

求人情報登録
・求職者情報検索

求職者情報検索

レコメンド

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

求人内容/スカウト文面の
自動チェック・アラート

• 求人内容/スカウト文面を自動で
チェックし、不備がある場合はア
ラートを表示（最低賃金を下回る求
人/目的外利用の懸念がある文面
等）

求人内容/スカウト文面の目視確認

• 対応必須の項目に不備がある場合
は求人を出力できない仕様とし、不
備のある求人は必要に応じて担当
者による目検を実施

• スカウト文面に問題がある可能性
がある場合は、担当者が目視で確
認し、必要に応じて改善を依頼

• 求職者の閲覧・応募等のアクション
をもとに、興味を示した求人に類似
する求人をレコメンド

• 求職者の過去の閲覧・応募等のア
クションをもとに、類似する求職者
が興味を示した求人をレコメンド

求職者向けの求人検索機能

• 求職者の閲覧・応募等のアクション
をもとに、検索結果の表示順を最適
化

適性診断等を活用した
キャリアに関する情報提供

• 求職者の経歴やアセスメントをもと
に、適したキャリア（業界・業種・想
定年収等）に関する情報や必要な
スキル等の情報を提供
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求人者*向けの求職者レコメンド

• 求人企業/職業紹介事業者のお気
に入り/スカウト送付等のアクション
をもとに、興味を示した求職者に類
似する求職者をレコメンド

求人者*向けの求職者検索機能

• 求人企業/職業紹介事業者のお気
に入り/スカウト送付等のアクション
をもとに、検索結果の表示順を最適
化

* 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある。

求職者向けの求人のレコメンド

• 求職者情報を求人企業/職業紹介
事業者に提示する際は匿名化

• 求職者自身が情報の公開対象を設
定することが可能な機能を提供
（特定の企業を除外する等）

• 個人情報の活用可能範囲を管理し、
新機能等の導入時は、問題がない
か確認し、同意取得外となるリスク
がある場合は、改めて同意を取得

個人情報管理体制構築・
同意取得の徹底

求人者に個人が
特定されない工夫の徹底

• 性別等の使用すべきではない情報
は使用しない形で機能を設計

• 過去の教師データ等によるバイアス
の発生有無を定期的に検証・是正

• 人気企業/特定ユーザーへのレコメ
ンド集中を防ぐため、ロジックを調整

レコメンドにおけるバイアス・偏りの
定期的な検証・是正
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【テクノロジー活用方法】求人のクローリング・検証・掲載を自動で実施のうえ、検索結果表示を最適化。
【リスクへの対応方法 】的確表示順守のため、求人の内容や更新タイミングをもとに自動で掲載除外/削除に対応。

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

クローリング型求人メディアのテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

【求人企業への価値提供】
• 自社で対応せずとも自動で
求人が掲載され、多くのユー
ザーの目に触れる機会を得
ることができる

• リスティング広告を活用し、
ユーザーへの露出を増やす
ことができる

【求職者への価値提供】
• 複数の媒体に掲載されてい
る求人をまとめて検索・閲覧
できる

• 検索の結果、ユーザーにとっ
て価値の高い求人から表示
される

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

求職者

求職者情報登録
・求人情報検索

紹介

応募

クローリング型
求人メディア

（アグリゲーター）

求人企業

職業紹介事業者

求人情報登録
求人メディア

求人情報登録

応募

クローリング

不備のある求人/古い求人等の
自動確認・掲載停止

• 的確表示の観点で不適切な内容が記
載されている可能性がある場合は、求
人の掲載を停止

求人内容の目視確認

• 企業が直接掲載する求人や、問い合わ
せ窓口経由で掲載取り下げ依頼があっ
た求人を目視で確認

求人者向けのリスティング広告機能

• 求人検索結果上部にリスティング広告
枠を設置（クライアントとなる求人企業
またはその代理店が運用）

求人のクローリング・自動整形・掲載・更新
および内容の自動検証

• 求人サイト/企業採用HP等から自動で
求人を取得・整形・掲載し、更新・削除
も自動検知して反映

• 必須項目未記載/最低賃金を下回る等
の問題がある求人や、一定期間更新が
無い求人を自動で検証
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求職者向けの求人検索機能

• 情報量、新しさ、ユーザーの反応等をも
とに求人の価値を評価し、評価の高い
求人を上位に表示

個人情報管理体制構築・同意取得の徹底

• 検索表示結果の最適化等にユーザー
の行動履歴等を活用している旨を明示
し、同意を取得
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【テクノロジー活用方法】クローリングしたユーザー情報の同一性を検証した上で、スコアリング・プロフィール化を実施。
【リスクへの対応方法 】クローリングを希望しないユーザーを除外するオプトアウトの仕組みを構築。

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

クローリング型人材DBのテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

【求人企業への価値提供】
• 優秀な転職潜在層にアプロー
チできる

• クローリングで収集された情報
をもとに、ユーザーのスキルや
志向性を深く理解できる

【求職者への価値提供】
• 積極的な転職活動をせずとも、
企業側からアプローチを受ける
ことができる

• 自身のスキルや志向性を理
解・評価してくれた企業からス
カウトを受けることができる

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

* 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある

求職者

求職者情報登録

紹介レコメンド

スカウト

クローリング型
人材データベース

求人企業

職業紹介事業者
求職者情報検索

求人情報登録・
求職者情報検索

レコメンド

スカウト

クローリング

レコメンド

自サービス登録外
ユーザーを含む

• スカウト文面に、オプトアウト申請のリン
クを明記、希望があった場合はクローリ
ング対象から除外

• システムでログ等を管理し、迅速に情報
開示・削除要求に対応できる体制を構築

• クローリングの完全停止/一部紐づけ停
止等を希望に合わせて柔軟に対応

ユーザー体験を損ねるスカウトの除外

• 求職者に不快感を与える強引なスカウト
をしないようガイドラインに明示

• スカウト文面に問題がある可能性がある
場合は、担当者が目視で確認し、必要に
応じて改善を依頼
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• 求人のレコメンドにおいては、クローリン
グした情報よりも確実な本人入力情報を
中心に活用

• レコメンド/検索エンジンの精度向上のた
めの定期的な検証・改善を実施

* 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある。

レコメンドにおけるバイアス/偏りの
定期的な検証・是正

個人情報管理体制構築・同意取得の徹底

• 企業側に表示されるプロフィール情報を
ユーザーにわかりやすく明示

求職者情報クローリング・
プロフィール自動生成

• SNS・ブログ等をクローリングしてユー
ザー情報を自動収集・プロフィール化

• その際、異なるサービス間のユーザーの
同一性を独自のアルゴリズムにより判定

• プロフィール生成時には、一定ロジックに
よるスコアリングや頻出ワードのタグ付け
等を実施

クローリング時の厳格な同一性判定・
・本人が希望しない連携除外

• 異なるユーザーを連携しないよう対処
• 特定サービスを除外する機能を実装

求職者向けの求人レコメンド/検索機能 スカウト文面の自動チェック・アラート

• ユーザーの求人閲覧/お気に入り登録/応
募等のアクションをもとにレコメンドや検
索結果の表示順を最適化

• スカウト文面を自動でチェックし、問題が
ある場合はアラートを表示（テンプレート
表記の置換漏れ/目的外利用の懸念が
ある文面等）

クローリングを希望しない求職者の
オプトアウト対応

求人者*向けの求職者レコメンド/検索機能

• 企業の求職者閲覧/お気に入り/スカウト
送付等のアクションをもとに、レコメンドや
検索結果の表示順を最適化
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【テクノロジー活用方法】経歴や繋がり等の情報を活用し、各ユーザー/企業にお勧めユーザーをレコメンド。
【リスクへの対応方法 】的確表示の遵守/スカウトのバラマキ防止のためのルール・チェック体制を整備。

a.職業紹介事業者
b1.求人メディア
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

ビジネスSNSのテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

【求人企業への価値提供】
• 繋がりを活かして、他ではリーチ
できない求職者とカジュアルな形
で接点を持つことができる

• 繋がりをもとにスカウトを送付す
るため、他サービスよりも高い返
信率が期待できる

【求職者への価値提供】
• 正式な応募をしない段階でも、各
企業の社員との繋がりを広げる
ことができる

• カジュアルな繋がりを通して会社
や働く人の雰囲気等を理解した
上で、自分に合った会社に応募
することができる
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スカウト

求職者情報検索

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

* 求人者に加えて職業紹介事業者が活用することもある。

求人企業

職業紹介事業者

潜在求職者

求職者

情報登録・投稿

情報提供

情報登録・投稿

情報登録・投稿

情報登録・投稿

情報提供

ビジネスSNS

スカウト

ユーザー体験を損ねるスカウトのバラマキ防止

• スカウト送付に関するNG行為等をまとめたガ
イドラインを策定

• 繋がりをもとに、スカウトを送付できる範囲を
限定

• 返信率が低い企業には、個別の内容確認や
アドバイス等を実施

• 求職者の経歴や繋がりのあるユーザーからプ
ロフィールの類似度を判定し、友人候補をレコ
メンド

• 企業がお気に入り/スカウトを送付したユー
ザーに類似するユーザーを、経歴や繋がりの
あるユーザー等から判定してレコメンド

個人情報管理体制構築・同意取得の徹底

• 十分な人的リソースを確保した上で、個人情
報保護を徹底するためのシステムや業務フ
ローを整備

• 個人情報の活用可能範囲を管理し、新機能の
導入時等は、問題がないか確認し、同意取得
外となる懸念がある場合は、再度同意を取得

スカウトの文面の自動チェック・アラート

• スカウト文面を自動でチェックし、不備がある
場合はアラートを表示（テンプレート表記の置
換漏れ/目的外利用の懸念がある文面等）

求人に該当する投稿内容の明確化・
的確表示遵守

• 各企業が職安法に違反しないよう、求人に該
当する投稿内容の基準や、投稿する際のルー
ルを明示

• 投稿内容を確認する専属の担当者を配置し、
必要に応じて、企業への是正勧告や掲載停止
等の対応を実施

• 求人企業/職業紹介事業者のお気に入り/スカ
ウト送付等のアクションをもとに、検索結果の
表示順を最適化

求人者*向けの求職者検索機能求職者向けの友達候補ユーザーのレコメンド 求人者向けのユーザーのレコメンド



レコメンド
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【テクノロジー活用方法】独自のロジックにより、口コミを活用にした掲載企業のスコアリングを実施。
【リスクへの対応方法 】不適切な口コミや個人が特定され得る口コミを検証・除外するための仕組みを整備。

口コミサイト 求人企業
求職者
勤務者

口コミ登録・閲覧

求職者情報登録 求人情報登録・
求職者情報検索

求人者情報閲覧・
口コミ分析

スカウト

不適切な口コミの審査・掲載停止

• アルゴリズムを用いた自動チェックと人
の目を組み合わせた口コミ審査により、
悪口や確証の得られない情報、個人の
特定に繋がり得る内容等を排除、

• ユーザーから問い合わせ等があれば、
即座に該当の口コミを確認・掲載停止

個人情報管理体制構築・同意取得の徹底

• 同意を得ていない形での個人情報活用
が行われることが無いよう、個人情報の
同意取得内容や活用方法を管理

求職者向けの求人の自動レコメンド

• ユーザーの希望条件や口コミ/求人の閲
覧履歴等をもとに、ユーザーの興味に近
い求人をレコメンド

口コミをもとにした企業のスコアリング

• 独自のロジックにより各口コミの信頼度
を評価した上で、それを加味する形で各
企業のスコアを算出

• クライアント企業への優遇措置等はせず、
口コミの信頼性および求職者への有益な
情報提供を重視

【求人企業への価値提供】
• 口コミを閲覧する転職潜在層に
もリーチすることができる

• 口コミ・スコアを通して求職者に
企業理解を深めてもらうことで、
入社後のギャップ・早期離職を
抑制することができる

【求職者への価値提供】
• 働く人の生の声を、企業選びの
参考にすることができる

• 口コミ・スコアを通して企業理解
を深めることで、入社後のギャッ
プを減らすことができる

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

口コミサイトのテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）
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求人内容/スカウト文面の目視確認

• 対応必須の項目に不備がある場合は求
人を出力できない仕様とし、不備のある
求人は必要に応じて担当者による目検を
実施

• スカウト文面に問題がある可能性がある
場合は、担当者が目視で確認し、必要に
応じて改善を依頼

求人者*向けの求職者検索機能

• 求人企業/職業紹介事業者のお気に入り
/スカウト等のアクションをもとに、検索結
果の表示順を最適化

求人内容/スカウト文面の
自動チェック・アラート

• 求人内容/スカウト文面を自動でチェック
し、不備がある場合はアラートを表示
（最低賃金を下回る求人/目的外利用の
懸念がある文面等）

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例



その他

• 個人情報保護・セキュリティ等に関する
社員のリテラシー向上

• 求職者に関する情報の管理・閲覧制限

ⅰ. 先進的な企業のテクノロジー活用/リスク対応方法｜c.求人者
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【テクノロジー活用方法】スクリーニングの自動化や、入社後のパフォーマンス予測を活用した選考判断を実施。
【リスクへの対応方法 】求職者情報活用時の同意取得を徹底し、選考におけるバイアスの検証・排除も実施。

求職者の確保 内定後フォロー

• 求人メディアや人材データベース等の外
部サービスを活用して求職者を確保

外部サービスを活用した
求職者確保の効率化

採用全体の状況可視化・分析・改善

• 選考プロセス全体のデータを収集・加工・
分析し、改善策の検討を実施

自社/外部システムによる情報管理

• 自社システム/外部の採用管理システム
により採用に関する情報を一元管理

採用に関わる社員のリテラシー向上・
アクセス制限

不利益が生じ得る活用の回避・
説明責任の担保

• 情報を活用する際は、求職者や社員から
問題なく同意を得ることができる方法・範
囲に限定

• 情報を取得する際は、活用内容の明示
的な説明を実施し、同意を取得

• アルゴリズム/ツール等への理解を深め、
選考判断に関する説明責任を担保

人の目による最終判断・
バイアス等の定期的検証

• アルゴリズムの判断の結果、不合格とす
る場合は、必ず人の目による最終判断を
実施

• 定期的にアルゴリズムの精度やバイアス
の有無を検証を実施し、問題があれば対
策を検討・実施

2次選考
（面接開始後）

1次選考
（面接開始前）

パフォーマンス予測を活用した選考判断

• 既存社員のデータを教師データに学習し
たモデルを用いて、求職者の情報から入
社後のパフォーマンス等を予測し、選考
判断に活用

エントリーシートの自動スクリーニング

• 過去のESの合否結果を教師データに学
習したモデルを用いて、ESの文章から評
価を出力し、選考判断に活用

パフォーマンス予測を活用した
求職者への情報提供

• 既存社員のデータを教師データに学習し
たモデルを用いて、求職者の配属先ごと
のパフォーマンス等を予測し、入社に向
けたコミュニケーション等に活用

a.職業紹介事業者
b1.求人情報提供
＋人材DB

b2.クローリング型
求人メディア

b3.クローリング型
人材DB

b4.ビジネスSNS b5.口コミサイト c.求人者

求人者の選考プロセスにおけるテクノロジー活用/リスク対応方法
（複数企業へのヒアリングをもとにモデルケースを作成）

重複応募の管理・アラート

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

活
用
方
法

リ
ス
ク
へ
の

対
応
方
法

• 同一求職者が複数サービス経由で応募
した場合の支払い漏れを防ぐために、重
複応募管理の仕組みを整備

• 重複応募時の取り扱いを契約書に明記

外部ツールを活用しながら取り組みを推進 基本的に社内で取り組みを推進
（実施企業は、先進企業の中でもごく一部に限られる）

• 複数の採用チャネルとの連携を自動化し
た上で、データを一元管理

採用チャネルの連携・管理の効率化

的確表示のルールに則った求人作成・管理

• 複数のサービスに出稿している求人情報
を管理・更新を行う仕組みの整備個人情報管理体制構築・同意取得の徹底

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

動画面接による自動スクリーニング

• プロ面接官の評価を教師データに学習し
たモデルを用いて、回答データの内容話
し方から評価を出力し、選考判断に活用



（参考）AIを活用した動画面接サービス

73

プロの面接官のコンピテンシー評価を学習させたAIにより、動画面接の回答内容を分析し、合否判断の助けとなる評価

を出力できる。初期スクリーニングの場面での活用が広がっており、エントリーシートや適性検査の代替としての活用を
検討する求人者も存在している。 動画面接サービスの概要

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

設問設計 求職者による回答 AI分析 評価出力 合否判断への活用

コンピテンシーを測るための設
問を設計・定型化

求職者が、動画面接にて設問
への回答を実施

プロ面接官のコンピテンシー評
価を学習させたAIにより、話の
内容や話し方を分析

分析結果をもとに求職者のコン
ピテンシー評価を出力

出力された評価結果をもとに、
求人者が最終的な合否を判断

回答者による解釈の幅の狭小
化や評価の精度改善のため、
設問内容の検証・調整が必要

情報通信環境等の要因による
不具合（音声データへのノイズ
混入等）の検出・対応が必要

音声データの質が悪い場合の
分析精度低下への対応や、バイ
アス等の定期的検証、およびモ
デルの調整・改善が必要

AIは低評価だが人の目による
評価は高い人材が少数ながら
発生するため、不合格とする場
合は人の目による判断が必要

出力される評価は、汎用的なコ
ンピテンシー評価のため、自社
とのマッチ度等の評価は別途実
施が必要

サービス詳細

サービス上の制約

＞ ＞ ＞＞＞

【求人企業への価値提供】
• 自動評価を活用することで、スクリーニング

のプロセスを省力化できる
• 面接/評価結果の記録を面接官同士で確認

することで、評価基準の目線合わせが可能

【求職者への価値提供】
• 自分の都合の良いタイミングで撮影ができ、

何度でも撮り直しが可能
• 同一の基準で求職者全員が分析されるた

め、公平な評価が担保される



（参考）職業紹介事業者向け求人データベース提供/求職者集客代行事業
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求人者と募集情報等提供事業者から求人/求職者情報を取得し、プラットフォームとして職業紹介事業者に提供している

事業者が存在する。求人者と募集情報等提供事業者はより多くの職業紹介事業者を介してのマッチング機会を得ること
ができ、職業紹介事業者は求職者獲得/求人者開拓プロセスを省力化して求職者への支援に専念できる。

職業紹介事業者向け求人DB/求職者情報提供事業者の事業モデル

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

求人情報連携

求職者情報連携

職業紹介事業者向け
求人データベース提供/

求職者集客代行事業者
職業紹介事業者

募集情報等提供
事業者

求人者

プラットフォーム
の提供

応募・選考状況等
の情報登録

求人データベース＋求職者集客のプラットフォームの提供

◼ 求人者と募集情報等提供事業者から取得した情報をもとに、求人開拓
と求職者集客を代替するプラットフォームを提供

求人情報のデータベース化/求職者情報のリスト化

◼ 求人者や募集情報等提供事業者から求人情報を取得しデータベース
化/求職者情報を取得しリスト化

＞ ＞

職業紹介事業者の求職者確保/求人開拓プロセス省力化

◼ 求職者確保や求人開拓のプロセスを代替することで、職業紹介事業者
は求職者支援に専念することが可能になる（特に小規模な職業紹介事
業者や開業直後の職業紹介事業者はメリットが大きい）

◼ 選考基準等の情報をプラットフォームに蓄積して事業者間で共有するこ
とで、求職者支援の精度/効率を向上させることが可能になる

多くの職業紹介事業者に連携することによるマッチング機会の拡大

◼ プラットフォームを利用する複数の職業紹介事業者に求人/求職者情報
が連携され、各事業者がマッチングを行うことで、マッチングの機会が
拡大する（特に、自社ではマッチングしにくい求人/求職者は、多様な職
業紹介事業者を介することでマッチングが成功する可能性が高まる）



Ⅲ.調査結果詳細

先進的な企業のテクノロジー活用事例4

i.先進的な企業のテクノロジー活用/リスク対応方法
先進的な企業へのヒアリング結果を踏まえ、具体的なテクノロ
ジー活用/リスク対応方法の例を整理

ii. 先進的な企業のテクノロジー活用の方向性
先進的な企業へのヒアリング結果を踏まえ、テクノロジー活用の
方向性を整理



先進的な企業は、サービスレベル向上/採用成功のポイント・市場環境の変化・データ上の制約等も踏まえて、求職者転
職プロセスへの関与のあり方やテクノロジー活用の方向性を判断している。

先進的な企業のテクノロジー活用事例｜ⅱ. テクノロジー活用の方向性 まとめ

76

4

* 例は求職者情報提供＋人材データベースのものを記載。

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者* c.求人者

＞ ＞ ＞

＞ ＞ ＞

求
職
者
転
職
プ
ロ
セ
ス
へ
の
関
与
／

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の
あ
り
方
（
例
）

キャリア等に関する
情報収集

応募

選考

内定後フォロー

企業・求人検索 • レコメンド/検索機能による転職機会提供
• スカウトサービスによる転職機会提供

• ES自動評価/動画面接によるスクリーニング
（不合格とする場合は人の目による最終）

• 入社/配属後のパフォーマンス予測を活用したキャリ
ア/配属先に関する情報提供（ごく一部の企業のみ）

• 適性診断＋キャリアに関する情報提供による
求職者のリテラシー向上・転職意欲向上

• 各種外部サービスを組みあわせた
潜在層を含む求職者へのアプローチ

• エージェントによる書類作成・選考サポート
＋意思決定支援

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の

前
提
条
件

“機械に任せられる業務は機械に任せ、エージェントは付加
価値を出せる求職者支援等に注力することが重要になる”

“有益なサービス/機能による差別化→求職者集客→求人
者確保→サービス/機能強化という好循環が重要になる”

“求職者の質・量確保→採用プロセス効率化→面接判断の
精度向上の順にインパクトを出しやすいと感じている”

サービスレベル向上/

採用成功のポイント

データ上の制約

環境の変化
“人材DBやアグリゲーター等の存在感が増す中で、求職者
確保プロセスが変化・複雑化している”

“今までにない様々なサービスが出現している。また転職が
当たり前になり潜在層へのアプローチが重要になっている”

“求職者確保の方法が多様化し、一次スクリーニングを省
力化するサービス等も広がりつつある”

“マッチングは最終的に人が実施するため、テクノロジーへ
の投資の費用対効果が合いにくい。 またデータ量が多くは
無いので、テクノロジーによる精度向上を進めにくい”

“選考結果や入社後の活躍等のデータは得られないため、
あくまでユーザー行動履歴等をもとにした転職機会/情報提
供の最適化/高度化がテクノロジー活用の中心となる”

“面接は最終的に人が見るため、テクノロジーへの投資の
費用対効果が合いにくい。難易度は高いが、入社後のデー
タを連携して高精度の予測等が出来ると意味がある”

さ
ら
な
る

活
用
の
方
向
性

“複数の外部サービスと自社のマーケティングを組み合わ
せて効率的に求職者を確保していきたい”

“転職機会だけでなく、キャリア形成やスキルアップに有用
な情報の提供も強化し、求職者と継続的な接点を作りたい”

“複数の外部サービスを一元管理して状況を横断的に把握
し、求職者確保のアプローチを最適化していきたい”

求職者接点の拡大・
最適化

マッチング/レコメンド/

選考判断等の高度化
“データの整備・蓄積や外部ツールの検証等を進め、他社
に先んじてマッチングにおけるテクノロジー活用進めたい”

“現状は行動履歴等をもとにした簡易なレコメンドだが、より
求職者個々人に合わせて情報提供等を最適化する機能の
開発/強化を進めたい”

“入社後データとの連携・活用を進め、入社後の定着・活躍
をより精度高く判断できるようにしていきたい”

―
• 入社/配属後のパフォーマンス予測を活用した面接
官の判断の補助（ごく一部の企業のみ）

• 各種外部サービスを組みあわせた
潜在層を含む求職者へのアプローチ

• 検索機能等を活用したマッチング業務の効率化
• 自社/外部ツールを活用したマッチングの
質・スピードの向上（一部の企業のみ）

凡例
テクノロジー/

外部ツール
を活用

人が
対応

関与が
薄い

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例



（参考）先進的な採用支援サービス（1/2）
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海外では、テクノロジーを活用して求人の表現の最適化やバイアスの排除を行うサービスが出現している。今後、日本
でもこういったサービスの活用が広がる可能性がある。

サービス

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

＞ ＞ ＞

概要
AIを活用した求人/スカウト等の文面の

添削/最適化サービス
多様性のある採用実現のための

AIを活用した採用支援ツール
多様性のある採用を支援する

AIマッチングサービス
AIを活用した履歴書/職務経歴書の
データベース管理・検索ソフトウェア

機能

• 採用の成果に関するデータを学習させ
たAIにより、求人/スカウト等の文面を分
析・評価し、バイアスを含む表現や応募/

返信率の低下に繋がり得る表現を検出
した上で、求職者の属性に合わせたより
効果的な表現案を提示
（次頁イメージ掲載）

• 従業員のマネジメントにおける、バイア
スのない実用的なパフォーマンス・フィー
ドバックの提供を支援することも可能

• 求人/ジョブディスクリプション等の文面
を分析・評価し、多様な求職者を想定し
ていない表現や応募意欲低下に繋がる
表現を検出した上で、改善案を提示
（次頁イメージ掲載）

• 履歴書データの性別・年齢・人種等の情
報を非公開とするを可能とし、バイアス
を排除した採用を支援

• 募集するポジションの職務や専門性を
踏まえた質問を割り当てることにより、
効果的な構造化面接の実施を支援

• 採用に不必要な性別・年齢・人種等の求
職者情報を非公開とし、バイアスを排除
したマッチング・採用を支援

• 採用/不採用の傾向を分析し、バイアス
が生じた段階を特定した上で、求人者に
フィードバック

• 職務経歴書や求人/ジョブディスクリプ
ション等を分析し、募集するポジションと
の合致度が高い人材をレコメンド

• 求職者の履歴書/職務経歴書等の情報
を自動で読み込み、解析・構造化した上
でデータベースに格納

• 転職サイトやSNS等の外部情報から関連

するプロフィールを取り組み、既存の
CRM*1やATS*2に連携することも可能

• 登録者のスキルや経験を判定の上、募
集するポジションとの合致度が高い求職
者をランキングする等の高度な検索機
能を提供

先進的な採用支援サービス

✓ 求人/スカウト等のバイアスの排除

✓ 効果的な求人/スカウト等の作成

✓ 採用におけるバイアスの排除

✓ 効果的な求人等の作成/面接の実施

✓ 求職者情報取得・管理・検索の効率化

✓ 求人にマッチする求職者の選定

求人者への
主な価値提供

✓ 採用におけるバイアスの排除

✓ 求人にマッチする求職者の選定

*   資料出所：各社Webページ、第2回 「労働市場における雇用仲介の在り方に関する研究会」リクルートワークス研究所提出資料「今後の人材サービスの展望」
*1 CRM：Customer Relationship Management（顧客関係管理）
*2 ATS：Applicant Tracking System（採用管理システム）



（参考）先進的な採用支援サービス（2/2）
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前頁で紹介した「textio」と「Talvista」は、求人等の表現を分析・評価したうえで、求職者獲得効果を高めるための表現の
改善案/バイアスを排除するための表現の改善案を提示する機能を有する。

Ⅲ.調査結果詳細｜4.先進的な企業のテクノロジー活用事例

採用の成果に関するデータを学習させたAIにより、求人/スカウト等の文面を分析・評価し、バイアス
を含む表現や応募/返信率の低下に繋がり得る表現を検出した上で、より効果的な表現案を提示

求人/ジョブディスクリプション等の文面を分析・評価し、多様な求職者を想定していない表現や応
募意欲低下に繋がる表現を検出した上で、改善案を提示

* 資料出所：各社Webページ



Ⅲ.調査結果詳細

雇用仲介におけるテクノロジー活用状況

テクノロジー活用の進展度に応じた傾向の違い

先進的な企業のテクノロジー活用事例

2

3

4

業界に対する各社の課題認識・今後への期待5

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

雇用仲介に関わる事業者の概況1



業界に対する各社の課題認識・今後への期待 まとめ

80

業界の変化やテクノロジーの発展に合わせて、必要なルールやガイドライン等を適宜整備していくことが望ましいという
主旨の意見を多くいただいた。

5

前提となる業界の変化 業界に対する各社の課題認識・今後への期待まとめ

今後への期待業界課題

求職者情報の活用方法の拡大 ＞

業界全体として求職者利益保護のためのリテラシーや守
るべき法律に関する意識が高まっていくことを期待する

必要な対応事項に関して曖昧な表現が回避されること、
そして各社が定められた内容を遵守することを期待する

求職者に不利益をもたらすような形でのテクノロジー活用
が行われると、仮にそれが一部であっても、業界全体の
健全な発展が阻害される可能性がある

雇用仲介に関する法律・ルールの運用が徹底されないと、
求職者保護の観点でのリスクや事業者間の不公平が生
じる可能性がある

＞

＞

テクノロジー発展に伴う
雇用仲介サービスの多様化

マッチング選考/等の意思決定に
関わるテクノロジー活用の拡大

＞

法律・ルールの解釈に迷いが生じるポイントについては、
改めてガイドライン等の情報発信がなされることを期待す
る

業界の発展に合わせて、複数のサービス間連携の効率
化や連携に伴うリスクへの対応が進むことを期待する

募集情報等提供事業で、事業形態によっては、法律・
ルールの解釈に迷うケースが生じている
（職業紹介事業の許可を得ていないスカウト型サービス提供事業者が、企
業の採用サポートとして実施できる範囲等）

複数の雇用仲介サービスを併用するようになる中で、
データ連携や管理の負荷が高まっている
（フォーマットが異なるため非効率が生じる/重複応募の管理が煩雑になり支
払い漏れのリスクが生じる等）

業界の発展に合わせて、テクノロジー活用に関わるガイド
ライン等の整備が進むことを期待する
（その際、求職者保護と業界の発展/効率化とのバランス
への配慮がなされることにも合わせて期待する）

今後、雇用仲介における意思決定にテクノロジーが及ぼ
す影響が強まるにつれ、求職者/個人情報保護の観点で
のリスク・問題も大きくなることが想定される

＞

＞

＞

＞

業界全体のリテラシー向上
（P.84）

法律・ルールの運用徹底
（P.85）

4

5

新事業形態で
迷いがちなポイント
に関する情報発信

（P.81）

複数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応
（P.82）

高度テクノロジー活用を
想定した段階的
ガイドライン整備

（P.83）

1

2

3

Ⅱ.調査結果サマリ再掲
Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待



❶新事業形態で迷いがちなポイントに関する情報発信

81

事業形態によっては法律・ルールの解釈に迷うケースが生じているため、解釈に迷いがちなポイントについては、改めて
ガイドライン等の情報発信がなされることに期待するという主旨の意見をいただいた。

業界全体の
リテラシー向上

4

法律・ルールの
運用徹底

5
新事業形態で

迷いがちなポイント
に関する情報発信

1
多数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応

2
高度テクノロジー活用を

想定した段階的
ガイドライン整備

3

ビジネスSNSで求人に
該当する投稿の明確化

新たな事業形態の創出を
阻害しない形での
ルール整備

スカウト型サービスで
対応可能な業務範囲の

明確化

“求人と、求人には該当しない募集関連の記事・投稿の違いを
示した判断基準や事例があると良いのでは”

“ビジネスSNSを運営している中で、企業の掲載記事のうちど
こからが求人に該当するか迷うことがある”

“1～4号事業者の分類は分かりやすいと思うが、今後、様々な
サービスが出てくる中で事業者の分類や規制が過度に細かく
なると、新しいサービスを提供しようとする事業者は身動きが
取りにくくなるため、その点は懸念している”

“スカウトサービスを運営する中で、職業紹介事業の許可を得
ていない募集情報等提供事業として、どこまで踏み込んだサ
ポートやアドバイスを実施して良いか迷うことがある”
“特に、スカウト文面・スカウト対象の選定に関して、どこまでサ
ポートすることができるのか迷うことがある”

“スカウト型サービスのうち、職業紹介事業の許可を得ていな
い事業者が、企業の採用サポートとして実施できる範囲を示し
た判断基準や事例があると良いのでは”

“様々な事業形態が出てくる中で、求職者保護に必要な対応
は着実に取りつつも、分類や規制はあまり複雑化しないように
できると良いのでは”

＞

＞

＞

Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待

今後の方向性業界課題



❷複数の雇用仲介サービス活用時の連携効率化/リスク対応

82

複数の雇用仲介サービスを併用するようになる中で、データ連携や管理の負荷が高まっているため、今後、サービス間
連携の効率化や連携に伴うリスクへの対応が進むことに期待するという主旨の意見をいただいた。

業界全体の
リテラシー向上

4

法律・ルールの
運用徹底

5
新事業形態で

迷いがちなポイント
に関する情報発信

1
多数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応

2
高度テクノロジー活用を

想定した段階的
ガイドライン整備

3

複数サービス間の
連携効率化

複数サービス活用に伴う
リスクへの対応

今後の方向性

“今後、業界が発展する中で、非効率を解消する形でサービス
が進化していくことを期待している”

業界課題

“人材データベース等を複数使用することが当然になり、全て
の採用チャネルを管理しきるのが難しくなっている”
“自社の求人が求職者にどのように表示されているかを管理し
きれなくなっている”
“業界、職種、スキル等のフォーマットが各サービスで異なるた
め、データ連携時の負荷が高く、サービス横断での分析・最適
化等を行いにくい”

＞

＞

“入社前一定期間で一番最初に接点をもったサービスの運営
事業者に報酬を支払う等、支払いに関する取り決めを各契約
書に明記した上で、複数サービスの経由の応募重複を管理す
る仕組みを整備することで、リスクは抑えられると考えている”

“求職者確保のために、今まで以上に多くのサービスを活用す
る中で、成果報酬の支払先が曖昧になることがあり、管理の負
荷を感じている”
“業界の慣例・紳士協定として、内定前の一定期間内において、
最初の接点となったサービスに報酬を支払うことにするケース
が多いと認識している”
“求職者が複数サービス経由で応募するケースが増えており、
管理・確認が煩雑化している”

Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待



❸ 高度テクノロジー活用を想定した段階的ガイドライン整備

83

今後、雇用仲介における意思決定にテクノロジーが及ぼす影響が高まることを見据え、求職者保護と業界の発展/効率
化のバランスに配慮する形で、ガイドライン等の整備が進むことに期待するという主旨の意見をいただいた。

業界全体の
リテラシー向上

4

法律・ルールの
運用徹底

5
新事業形態で

迷いがちなポイント
に関する情報発信

1
多数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応

2 高度テクノロジー活用を
想定した段階的
ガイドライン整備

3

テクノロジー活用に関わる
ガイドライン整備

求職者保護と
業界の発展/効率化との
バランスを考慮した

ルール整備

今後の方向性

“テクノロジーを効果的に活用するポイントや、必要となるリス
ク対応策等をまとめたガイドラインの整備を段階的に進めてい
くと良いのでは”
“例えば、「過去の選考結果を学習させた結果、同じようなタイ
プの人材ばかり採用してしまう」「レコメンド機能を導入した結
果、特定の求人/求職者にレコメンドが偏り過ぎる」等のリスク
が考えられる”
“情報・知見をオープンにすることで、業界全体の効率や精度
が高まり、求職者にも利益が生まれる”

業界課題

“現状は、選考の最終的な合否は基本的に人の目で判断され
ているが、今後、選考判断における高度なテクノロジー活用が
広がると、インパクトやリスクが増大する可能性がある”

＞

＞

“求職者保護と業界の発展/効率化とのバランスに配慮した
ルール・ガイドライン整備を期待する”
“まずは、特に重要な①個人情報の活用方法の明示および同
意取得の徹底、②求職者利益を無視した恣意的なレコメンド
等の回避を各社が守るようにすると良いのでは”

“何らかのルールやガイドラインは必要だが、あまり細かな
ルールを作ると各社身動きが取れなくなり、業界全体の発展
が阻害され、求職者の利益も損なわれる”
“選考の詳細なロジック等の説明・開示まで求められると、求
職者が対策可能となり、選考が機能しなくなる”

Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待



❹業界全体のリテラシー向上

84

求職者に不利益となるテクノロジー活用が行われると、業界の健全な発展が阻害されるため、求職者利益保護のため
のリテラシーや守るべき法律に関する理解が業界全体で進むことに期待するという主旨の意見をいただいた。

業界全体の
リテラシー向上

4

法律・ルールの
運用徹底

5
新事業形態で

迷いがちなポイント
に関する情報発信

1
多数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応

2
高度テクノロジー活用を

想定した段階的
ガイドライン整備

3

求職者利益保護のための
リテラシーの向上

守るべき法律に関する
理解促進

今後の方向性

“業界全体で求人者の利益を優先するという考えを徹底し、求
職者の利益となるサービスを提供することで、業界全体の健
全な発展が促進される”
“求職者情報は、求職者の利益を損ねない形で活用する/活用
方法を明示的に提示した上で同意を得るという点は特に大切
であるため、徹底するよう促した方が良い”

業界課題

“求職者に不利益が生じるテクノロジー活用が行われると、そ
れが一部の事業者であっても、求職者の警戒心が高まり、業
界全体の発展が遅れる恐れがある”
“サービスを購入するのは求人企業であり、求職者よりも求人
企業の利益が優先されやすいため注意が必要”
“事業者側は、個人情報の活用方法を規約等に記載はしてい
るが、ユーザーが確認/理解しないために不利益を被るケース
が散見される（気づかないうちに多くの関連サービスに登録さ
れている等）”

＞

＞

“守るべきルールや推奨する対応方法、事例等が分かりやすく
まとまったガイドラインがあると、リテラシー/理解度が低い企業
等でもルールを守りやすくなるのでは”

“求人者が悪意を持って実態と異なる求人情報を記載した場
合、事業者は事前に検知することが難しいため、事業者側だ
けでなく求人者側のリテラシー向上も必要”
“前提となるリテラシーや法律への理解が浅い事業者も一部
存在しているように感じている”

Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待



❺法律・ルールの運用徹底

85

法律・ルールの運用が徹底されないと、求職者保護の観点でのリスクや事業者間の不公平が生じる可能性があるため、
必要な対応事項が明確になること/各社が定められた内容を遵守することを期待するという主旨の意見をいただいた。

業界全体の
リテラシー向上

4
法律・ルールの
運用徹底

5
新事業形態で

迷いがちなポイント
に関する情報発信

1
多数の雇用仲介
サービス活用時の

連携効率化/リスク対応

2
高度テクノロジー活用を

想定した段階的
ガイドライン整備

3

雇用仲介に関する
法律・ルールの運用徹底

法律・ルールに関する
対応要否の明確化

今後の方向性

“職業紹介事業者の情報開示を各社が徹底することを期待し
ている”
“特定募集情報等提供事業者の届け出が網羅的になされるこ
とを期待する”

“4号事業者については、届け出時にオプトアウト申請も合わ
せて案内・確認しても良いのでは”

業界課題

“職業紹介事業者に関しては、定められた情報開示が徹底さ
れていないケースがあるように感じる”
“特定募集情報等提供事業については、該当企業がきちんと
届けを出さないとルールが機能しない/不公平が生じるため、
その点を懸念している”
“4号事業者*はオプトアウトの仕組みが必須となるが、把握せ
ずに事業を始めてしまう事業者が出ることを懸念している”

＞

＞

“各種ルールの策定や情報発信にあたっては、「努力義務」と
いう記載は避け、義務か推奨のどちらかにした方が曖昧さが
回避されて良いのでは”

“「努力義務」とされていると、各社で解釈に差が出てしまい、
高い基準を目指して社内のリソースを割いて仕組み等を整備
しても、取引先企業がそれに対応出来ないため結局無駄にな
る/競合が緩い基準で事業を運営しているため不利益が生じる
といったケースが起こり得る”

Ⅲ.調査結果詳細｜5.業界に対する各社の課題認識・今後への期待

* 4号事業者：クローリング型人材データベース（P.69）のように、インターネット上に公開されている求職者情報をクローリングして、職業紹介事業者や求人者に提供する事業者
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全体スケジュール

87

第1回/第2回の検討委員会を経てアンケート/ヒアリング調査の設計を完了させ、10-11月に調査を実施。
調査結果の集計・分析を実施の上、第3回/第4回の検討委員会の議論内容も踏まえて調査報告書を作成した。

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月
マイルストーン

検討委員会

＜アンケート調査＞
調査対象案・項目案等の検討
調査対象案・項目案等の修正
調査対象・項目等の確定
調査票の作成・調達
調査票の発送
調査実施
調査結果の取りまとめ
調査結果の集計・分析

＜ヒアリング調査＞
調査対象案・項目案等の検討
調査対象案・項目案等の修正
調査対象の選定・項目等の確定
ヒアリング調査の打診・日程調整
ヒアリング調査の実施
ヒアリング調査結果の取りまとめ

＜調査報告書＞
章立て案の検討
章立ての確定
報告書の作成
報告書の最終化・提出

キックオフ 調査対象
事業所案の提出

照会内容・
回収状況の報告

単純集計
の納品

一次分析
結果の提出

分析結果
の提出

最終納品

第1回
検討委員会

第2回
検討委員会

第3回
検討委員会

第4回
検討委員会
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データクレンジング方針

88

正確な分析結果の把握のため、以下の内容でデータクレンジングを行った。

「特になし」選択肢
への対応

設問間での相違
への対応

依存関係のある設問
への対応

無作為な回答
への対応

全小問での否定的回答
への対応

分析の内容

「特になし」等の選択肢がある複数回答設問で、ほか選択肢と「特になし」の
双方に回答
→「特になし」の類の選択肢への回答は無いものとみなす

設問間で回答に関係性が生じている設問で、正確な回答が選択されていない
→Q3でのみ選択されているものは、Q2でも回答されたものとみなす

前問で特定の回答を選んだ企業のみを対象とした設問だが、対象外の企業も
設問に回答している
→非該当データは母数から除く（無回答はこの限りではない）
→ただし、マッチング（a:Q16,17）やスクリーニング（c:Q17）、得られている効
果（a:Q25,26/b:Q27,28/c:Q24,25）に関する設問については、該当設問の回

答母数が確保できないことも考慮し、全体の回答傾向把握のため、母数から
除かない（次頁参照）

設問内の小問で全てが同じ選択肢で回答されている
例：a. Q6「主要ではないが取扱いがある」といった中間程度の回答など
→特段の対応は行わない

（設問内の小問は同様の内容を扱うものであり、全てが同程度の状況であるこ
とも考えられるため）

設問内の全小問に「取り扱っていない」等の回答がされ、雇用仲介・採用を一
切行っていないと解釈され得る
→全小問について無回答と見なす

• a: Q8,Q9,Q11,Q12,Q13,Q15,Q18,Q19,Q20,Q28

• b: Q4,Q11,Q12,Q14,Q15,Q16,Q18,Q19,Q20,Q21,Q30

• c: Q6,Q9,Q10,Q12,Q13,Q14,Q16,Q18,Q19,Q27

• b: Q2,3

• a: Q8とQ9-11,18,Q9とQ10,Q12とQ13-15,19,

Q13と14,Q18-19とQ20,Q25と26

• b: Q11とQ12-14,20,Q12とQ13,Q15とQ16-18,21,

Q16とQ17,Q27とQ28

• c: Q5とQ6,Q9とQ10-12,Q10とQ11,Q13とQ14-16,18-19,Q17(a)と
(b),Q17(c)と(d),Q18とQ19,Q24とQ25

―

• a: Q5,Q7

• b: Q8,Q10

• c: Q4

対象設問

Appendix



回答母数確保・全体傾向把握のため、“母数から除かない”こととした設問の例

89
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アンケートクロス集計実施内容および報告書への記載方法

90

Appendix

報告書への反映方法 －

「進展度の認識」：Ⅲ.1.雇用仲介に
関わる事業者の概況（P.26-29）
「法改正対応状況」：Appendix

（P.94-96）

－
Ⅲ.3.テクノロジー活用の進展度に応
じた傾向の違い（P.42-60）

＞ ＞ ＞ ＞

分析対象*¹

②
プ
ロ
セ
ス

①得られている
効果

入力/管理/

外部連携

検証

活用

③組織体制

④リスク対応

⑤法改正対応

進展度の認識

ク
ロ
ス
分
析
実
施
内
容
・結
果

分析の目的
テクノロジー活用の進展度や活用に伴うリスク、または法改正への対応に影響を
与える事業の特徴を明らかにする

テクノロジー活用の進展度に応じたテクノロジー活用の実態の差異を明らかにする

①事業形態 ②事業/採用規模 / 業界
③得られている効果*²

（付加価値・効率化・なし）
④進展度の認識

a,b,cともに、分析対象全般に共通し

て、差異が見られたため、報告書に
記載

※分析の軸とした設問は、進展度に
関する”主観”認識ではあるが、以下

内容を踏まえ、分析の軸として妥当
と判断した

1. 「進展度の認識×活用方法」、
「進展度の認識×得られている
効果」で分析したところ、進展度
が進むほど高度な活用をしてい
た / 効果を得ていた

2. ④のクロス分析の傾向と③のク
ロス分析の傾向で大きな差異が
無かった

a,b,c ともに差異は出たが、④の結
果と重複するため報告書からは割愛

➢ ④の結果と大きな差異がなく、④
の方が進展度に応じた結果の差
異が綺麗に出ているため、④を
優先

a,bは事業規模、cは業界による差異
が見られたため、報告書に記載

➢ ただし、分析結果の傾向は設問
によって大きな差異はなく、全体
的に④の結果とも重複するため、
報告書への記載は「進展度の認
識」と「法改正対応状況」に限定

有用な結果が得られなかったため、
報告書からは割愛
➢ aは事業形態による差異が無い
➢ bは事業形態による差異がある

設問はあるが、事業形態自体の
差異も影響するため解釈が難し
い。また、進展度の認識には差
異がない

分析の軸*¹

＞ ＞ ＞ ＞

*1 設問によっては、分析の軸、分析対象の選択肢のグルーピングを実施。詳細は次頁、次々頁に記載。
*2 ④主観的な進展度の認識だけでなく、実際に得られている効果によるクロス分析も行った。
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# 設問テーマ 設問番号 グルーピング方法 方針

1 事業形態 b:Q2 求人メディア/人材データベース/求人メディア、人材デー
タベース双方実施事業者

・事業形態ごとの差異の分析のため、左記事業者のみ切り出してグルーピング

2 事業・採用規模 a:Q4

b:Q7

【取引企業数】

50社未満/50～100社未満

/100～1,000社未満/1,000
社以上

【登録者数】

100人未満/100～1,000人
未満/1,000～10,000人未
満/10,000人以上

・一定以上の回答母数の確保のため、取引行数の選択肢は1,000社人以上、登録者数の選択肢は10,000人以上で
グルーピング

3 事業・採用規模 c:Q3 【新卒・中途】10人未満/10～100人未満/100人以上 ・一定以上の回答母数の確保のため、100人以上でグルーピング

4 得られている効
果

a:Q25

b:Q27

c:Q24

・付加価値創出群
・業務効率化群
・その他群

【付加価値創出群】
・下記選択肢への回答がある事業者
－マッチング・選考機会に繋がる情報提供の質・スピードの向上（a,bのみ）
－条件に合致した求職者/求人企業（※c:「求職者」のみ）の絞り込みの質・スピードの向上
－求職者・求人企業に提供するマッチング精度の向上（aのみ）
－スクリーニング・選考精度の向上（cのみ）
－求職者・求人企業に提供する有用なサービス・情報等の拡充（a,bのみ）
－求職者へのアプローチやコミュニケーションの質の改善（cのみ）
【業務効率化群】
・付加価値創出群に該当しない、かつ下記選択肢への回答がある事業者
－取り扱う求人企業を開拓する一連のプロセスの効率化（a,bのみ）
－サービス利用者となる求職者（※c:「求職者」のみ）を呼び込み確保する一連のプロセスの効率化
－情報取得・入力作業の効率化
－取得した情報の管理の効率化
－取得した情報の検証の効率化
【その他群】
・付加価値創出群、業務効率化群のいずれにも該当しない事業者

5 進展度 a:Q30

b:Q32

c:Q30

・進んでいる群
・どちらとも言えない群
・進んでいない群

【進んでいる群】
・下記選択肢への回答がある事業者
－進んでいる
－やや進んでいる

【どちらとも言えない群】
・下記選択肢への回答がある事業者
－どちらとも言えない

【進んでいない群】
・下記選択肢への回答がある事業者
－やや進んでいない
－進んでいない

6 外部活用状況 a:Q18,19,30

c:Q18,30

・自社主導群
・外部活用群

#5【進んでいる群】をさらに以下の2つの群にグルーピング

【自社主導群】
・該当設問において、1つ以下の小問で外部サービス機能
を活用していると回答した事業者

【外部活用群】
・該当設問において、2つ以上の小問で外部サービスの機
能を活用していると回答した事業者

Appendix
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# 設問テーマ 設問番号 グルーピング方法 方針

1 情報の取得元・
提供先

a:Q8,12

b:Q11,15

c:Q9,13

・求人企業/求職者本人
・（他の）職業紹介事業者・募集受託事業者
・求人メディア
・人材データベース
・アグリゲーター
・SNS型サービス
・口コミサイト
・ハローワーク
・本人SNS等の公開情報
・その他
・取得・提供していない

・取得・提供している求人/求職者情報に関する各小問において、それらの情報の取得元・提供先に関する左記選択肢
を選んでいる事業者を、選択肢ごとにグルーピング

2 情報の検証 a:Q11,15

b:Q14,18

c:Q12,16

・テクノロジーを活用した検証をしているグループ ・下記選択肢への回答がある事業者を、検証の内容に関する小問ごとにグルーピング
－Excelの関数・フィルタ等を用いた検証
－自社のプログラム・アルゴリズム等を用いた検証
－外部サービス・ツール等を用いた検証

3 提供・活用して
いる機能

a:Q18,19

b:Q20,21

c:Q19

・機能・サービスを提供・活用しているグループ ・提供・活用する機能・サービスに関する小問ごとに、「（求人/求職者情報を）活用していない」以外の選択肢に回答し
た事業者をグルーピング

4 外部活用 a:Q20

c:Q18

・機能・サービスを提供する際に外部サービスを活用し
ているグループ

・提供する機能・サービスに関する小問ごとに、・「（外部活用による）サービスを提供していない」以外の選択肢に回答
した事業者をグルーピング

5 リスク対応 a:Q22

b:Q23

c:Q21

・リスク対応を実施しているグループ ・テクノロジー活用拡大に伴い想定される問題ごとに、下記選択肢への回答がある事業者をグルーピング
－自社で対応策を実施している
－外部業者を活用し、対応策を実施している

Appendix



93

a.職業紹介事業者とb.募集情報等提供事業者の求人/求職者情報取得元は求人企業/求職者本人が80-90%であった。
c.求人者の求人情報の提供先は、求人メディア・職業紹介事業者・ハローワークが多く、求職者情報の取得元は求職者
本人・職業紹介事業者・求人メディアが多い。

情報の取得元/取得先

a.職業紹介事業者 b.募集情報等提供事業者 c.求人者

66%

23%

9%

87%

4%

8%

3%

63%

3%

求
人
情
報
の
取
得
元*¹

（
ｃ
は
提
供
先*²

）

求
職
者
情
報
の
取
得
元*¹

1%

93%

62%

53%

1%

1%

20%

20%

2%

97%

2%

26%

20%

11%

0%

0%

5%

3%

2%

2%

0%

5%

2%

77%

5%

5%

0%

2%

6%

取得していない

SNS型サービス

求人企業

人材データベース

職業紹介事業者・
募集受託事業者

口コミサイト

求人メディア

アグリゲーター

26%

ハローワーク

その他

98%

32%

16%

4%

2%

3%

25%

1%

その他

アグリゲーター

求職者本人

SNS型サービス

職業紹介事業者・
募集受託事業者

2%

求人メディア

人材データベース

ハローワーク

口コミサイト

99%

10%

13%

19%

3%

3%

2%

3%

求職者情報を取得しない事業形態もあ
るため、a,cと比較して比率は低めとなる

Appendix

*1 「Q.取得している求人/求職者情報とその取得元として当てはまるものを選択してください。（複数選択可）」
*2 「Q.求人情報は、どの職業紹介事業者、募集情報等提供事業者に提供していますか。（複数選択可） 」「Q.取得している求職者情報とその取得元として当てはまるものを選択してください。 （複数選択可）」
a.職業紹介事業者:n=151, b.募集情報等提供事業者:n=61, c.求人者:n=138



60%

41%

58%

55%

20%

45%

29%

35%

12%

9%

11%

10%

48%

64%

65%

65%

36%

23%

25%

23%

9%

10%

13%

54%

50%

52%

70%

25%

34%

33%

27%

14%

14%

12%

50%

60%

80%

29%

28%

60%

13%

11%

10%

29%

7%

12%

事業概要と法改正対応状況の関係（1/3）
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a.職業紹介事業者は、特に「個人情報収集時の求職者への業務目的の明示の強化」に関して、緩やかではあるが事業
規模が大きい方が法改正対応が進んでいる傾向がある。
（テクノロジー活用度の進展度と同様の傾向。）

事業規模に応じた法改正対応状況の違い

50社未満

50～
100社未満

100～
1,000社未満

1,000社以上

無回答 対応の予定はない 法改正内容を把握しており、今後対応予定 現在対応を進めている 既に対応は完了している

求人等に関する情報の的確な表示の義務化 個人情報収集時の求職者への業務目的明示の強化 ”特定募集情報等提供事業者”の届出制度化

（対象外）

（対象外）

1,000～
10,000人未満

100～
1,000人未満

100人未満

10,000人以上

取
引
企
業
数

登
録
者
数

Appendix

* 「Q. 2022年9月1日時点の職業紹介事業・募集受託事業における取引企業数/登録者数をお答えください。」
（取引企業数） 50社未満：n=25,50~100社未満:n=22,100~1,000社未満:n=72,1,000社以上:n=31 （登録者数） 100人未満:n=28,100~1,000人未満:n=50,1,000~10,000人未満:n=42,10,000人以上:n=30

a.職業紹介事業者
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b.募集情報等提供事業者は、事業規模が大きいほど法改正対応が進んでいる。
（テクノロジー活用度の進展度と同様の傾向。）

23%

44%

75%

23%

22%

20%

23%

15%

8% 23%

11%

100社未満

1,000社以上

100~

1,000社未満

法改正内容を把握しており、今後対応予定無回答 法改正の適用対象外である 対応の予定はない 既に対応は完了している現在対応を進めている

23%

48%

75%

23%

19%

20%

31%

15%

8% 15%

11%

15%

30%

60%

15%

26%

20%

31%

22%

10%

8% 31%

15%

32%

53%

86%

29%

20%

14%

14%

20%

7% 18%

7%
1,000～

10,000人未満

1,000人未満

10,000人以上

32%

67%

86%

25%

13%

14%

21%

13%

7% 14%

7%

21%

40%

79%

25%

20%

14%

21%

33%

7%

7% 25%

7%

事業規模に応じた法改正対応状況の違い
b.募集情報等提供事業者

求人等に関する情報の的確な表示の義務化 個人情報収集時の求職者への業務目的明示の強化 ”特定募集情報等提供事業者”の届出制度化

Appendix

* 「Q. 2022年9月1日時点の職業紹介事業・募集受託事業における取引企業数/登録者数をお答えください。」
（取引企業数） 100社未満:n=13,100~1,000社未満:n=27,1,000社以上:n=20 （登録者数） 1,000人未満:n=28,1,000~10,000人未満:n=15,10,000人以上:n=14

取
引
企
業
数

登
録
者
数



事業概要と法改正対応状況の関係（3/3）
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c.求人者では、業種によって法改正対応状況に差があり、「情報通信業」「公務」では法改正対応が進んでいる。
（情報通信業はテクノロジー活用度の進展度と同様の傾向。公務はテクノロジー活用は相対的に進んでいなかったが、法改正対応は進んでいる。）

（対象外）

49%

44%

36%

42%

70%

70%

24%

17%

43%

30%

30%

17%

17%

14%

24%

30%

情報通信業

回答全体

医療、福祉

公務

卸売業、小売業

製造業

無回答 対応の予定はない 法改正内容を把握しており、今後対応予定 既に対応は完了している現在対応を進めている

52%

33%

43%

58%

80%

90%

23%

11%

43%

30%

10%

17%

39%

14%

12%

20%

c.求人者

求人等に関する情報の的確な表示の義務化 個人情報収集時の求職者への業務目的明示の強化 ”特定募集情報等提供事業者”の届出制度化

事業規模に応じた法改正対応状況の違い

Appendix

* n=10以上の業界を抜粋。 「Q.主な事業内容として当てはまるものを選択してください。」 医療、福祉:n=18,公務:n=10,卸売業、小売業:n=14,製造業:n=33,情報通信業:n=10




